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1. はじめに

土木学会において長年検討されてきた建設系NPOの連携、ネットワーク化、土木学会の支援等に関するテーマは、「建設系NPO中間支援組織設立準備委員会」を経て、「建設系NPO中間支援組織設立準備会」で具体的に計画され、（仮称）建設系NPO連絡協議会として平成２４年４月１３日の設立総会をもって発足した。

現在わが国では、人口、環境、災害等多様な問題を抱える中、また多様化する価値観・生活や地方分権の流れにあって、それらに応える新たなセクター・組織としてのNPOが期待されている。ただ建設分野においは特有の問題を抱えており、これを実現するにはNPOの発展のための環境整備や支援の体制が必要であり、効果的に機能するには、NPO 、行政、企業等各主体の連携が重要である。

このような背景のもと、建設系NPO連絡協議会は、「新しい公共」が創り上げる社会での可能性について共通の理解・認識を深めること、「新しい公共」の担い手となる建設系NPOを支援するための「中間支援組織」を設立することを目的としてスタートした。計画では、これを目的とする中間支援組織の設立は、２年後としている。

本協議会は、会員３４名（団体）からなり、副会長、幹事５名、事務局４名でスタートしたが、その後地方から幹事５名が加わった。会議の構成は、年に一回の総会、年に２回の運営委員会、毎月の運営幹事会と連絡会である。なお、土木学会での位置付けとしては、「建設系NPO中間支援組織設立準備会」のもとに置かれている。

協議会設立の目的を達成するために、新しい公共分科会と中間支援組織分科会、事業試行分科会が設置された。新しい公共分科会は、「新しい公共」の概念を幅広くとらえ、時代の求めに応じて我々が関与できるであろう領域、及びそれらのバリエーションの中で可能性を追求し、具体的に提言する活動を行っている。また、中間支援組織分科会では、様々な組織が情報交換・連携・事業化提言・協働などにおいて多種多様なネットワーク化を図ることに着目しながら、情報等のサービス提供、地域連携、事業推進の立場から事業の推進を図る体制を整えようとしている。事業試行分科会では、従来の仕組みでは難しかったことが協議会を通じて可能になる事例を模索しており、ソーシャルビジネスとしての事業性・革新性・持続性を目指し、現在３つの事例に取組んでいる。

　予定している中間支援組織においては、会員を１００団体にすることを目標にしている。早い段階からメンバー確保に力を入れようとしているが、若干の入会があるものの退会もあり、今の段階では進展はない。一方NPOの活動は多様性がありその活動も地域に拡散していることから、この分野での発展には地域での活動の活性化が重要である。当連絡協議会では地域連携分科会を設置し、地域活動支援、地域内連携、地域間連携と区分して、その推進を図ることとした。

　現在土木学会では１００周年記念事業を行っているが、当協議会の活動がその事業にふさわしいとして記念事業に認定された。また、関連で１００周年記念出版事業にも応募し承認された。学会との関連があるものに対しては委員会への共同研究参加など積極的に対応している。当協議会は組織として独立した後も学会との連携が重要であるとの認識から、土木学会連携事業分科会を設置した。

当連絡協議会では、その活動内容や成果の公開にも力を入れている。プレリリースは、設立時や中間報告、試行事業報告会の時などに逐次行われた。講演会は設立総会時に行われたが、次回の総会時にも開催される予定である。対外的なPRのための資料は、パンフレットの作成をはじめ必要に応じて作成されている。

　会の運営については、必要に応じて内規を作り滞りのないよう手が打たれている。また中間支援におけるサービス面で、情報の収集・保存と提供、会員相互の協力推進のための調査表の作成と公開など、実施できるものは先行する形で推し進めている。今後の予定は解散までの予定表として作成されている。今後、中間支援組織の名称決定、発起人会の発足をはじめ新たな組織確立のための準備が進められることになる。

なお、会員名簿は末尾に示されている。また、中間支援組織分科会検討結果報告書・（仮称）建設系NPO法人中間支援組織の概要と、事業試行分科会資料・試行事業提案書は、参考資料として添付されている。



2. 活動の経緯と今後の予定
1) 活動経緯
平成24年4月13日に設立総会を開催した後、下表のように平成24年度に運営会議を2回、運営幹事会を9回開催した。
H24第1回運営会議で、以下の3つの分科会の設立が決まり、1年間活動してきた。その成果は本報告書に記載する。
(1) 中間支援組織分科会　　：分科会長　有岡　正樹
(2) 新しい公共分科会　　　：分科会長　為国　孝敏
(3) 事業試行分科会　　　　：分科会長　辻田　満
その後、H24第2回運営会議で、以下の2つの分科会の設置が決まり活動を開始したところである。
(4) 地域連携分科会　　　　：分科会長　皆川　勝
(5) 土木学会連携事業分科会：分科会長代行　駒田　智久

この間、(仮称)建設系NPO連絡協議会と連絡協議会の上部組織になる「建設系NPO設立準備会」（委員長：駒田智久）との連絡会を毎月1回開催して運営会議や運営幹事会の進め方について調整し、土木学会上部組織である教育企画・人材育成委員会との連携も図ってきた。
連絡会のメンバーは準備会委員長駒田智久、準備会幹事長有岡正樹、連絡協議会副会長花村義久、連絡協議会事務局長内藤堅一の4人である。これに連絡協議会事務局員比奈地信雄、松本健一を加えて、連絡協議会の運営と次ページに示す事務局活動及び学会関連活動を行ってきた。　

	平成24年
	4月13日
	(金)
	(仮称)建設系NPO連絡協議会設立総会＆記念講演会

	
	5月15日
	(火)
	H24第1回運営会議

	
	6月21日
	(木)
	H24第1回運営幹事会

	
	7月24日
	(火)
	H24第2回運営幹事会

	
	8月23日
	(木)
	H24第3回運営幹事会

	
	9月11日
	(火)
	H24第4回運営幹事会

	
	10月16日
	(火)
	H24第5回運営幹事会

	
	11月13日
	(火)
	H24第6回運営幹事会

	
	12月13日
	(木)
	H24第7回運営幹事会

	平成25年
	1月24日
	(木)
	H24第8回運営幹事会

	
	2月19日
	(火)
	H24第9回運営幹事会

	
	3月11日
	(月)
	H24第2回運営会議

	
	4月15日
	(月)
	H25第1回運営幹事会

	
	5月16日
	(木)
	H25第2回運営幹事会

	
	6月24日
	(月)
	(仮称)建設系NPO連絡協議会総会＆記念講演会



　

事務局活動
	
サービス型事業の試行
	情報提供サービスを随時行うと共に、参加NPO法人情報を整理して委員会サイトに掲載している。連絡協議会の活動について月報をメールで会員に送付すると共に委員会サイトのHPにも掲載している。

	会員増活動
	会員の増大に向けて参加のお誘いのパンフレットを作成し、幹事及び参加会員からの勧誘活動に努めたほか、別途考えられるネットワークを通じての会員増の活動を行った。結果4増となったが、退会による4減もあり、発足当時の34会員のままとなった。

	対外広報
	全般を通じて我々の活動の対外的な認知度を高めるべく、積極的にマスメデｲアにコンタクトした。すなわち平成24年4月13日の連絡協議会設立総会、同11月27日の進行状況中間報告、更に平成25年3月11日の試行事業報告会には業界紙を招いた。その結果、関係記事が紙面に掲載されることとなった。



　土木学会関連活動
	100周年記念事業への
応募
	平成24年4月の「企画募集」には間に合わなかったが、24年6月の「ご意見募集」に応募することができ、採択された。内容はまさに準備会が実施している内容そのもので、100周年を迎えて、新たな展開を示そうとしている土木学会の記念事業として相応しいものとして応募したものである。記念事業の実施期間は平成24～26年度の3カ年で、中間支援組織の立ち上げは平成26年度冒頭を予定している。最終26年度は立ち上がったばかりの中間支援組織の本格的な展開に向けて、準備会として学会の側から相当の支援をすることを想定している。尚平成25年3月半ばに「実行計画書」を提出している。

	100周年記念出版事業
への応募
	平成24年11月の募集に「(仮題)インフラ・まちづくりと新しい公共」のタイトルで応募した。「新しい公共」という言葉自体は社会的に若干の揺らぎがあるが、その概念自体はこれからも一層生き続けるとの想定のもと、土木分野における新しい公共の展開及びその担い方や担い手としてのNPOについて、広く土木界の一般向け教養書として、あるいは学校における講義のサブテキストとしての利用も想定している。結果4月初めに採択された。今後準備会のもとに、編集委員会を組織して取り組んで行く。

	社会インフラ維持管理・更新タスクフォース
	笹子トンネル事故を契機に平成25年1月初めに土木学会に設けられたタスクフォースへの発信ができた。2月28日の第3回会議において「NPO法人等の社会インフラの維持管理・更新への係りについて」と題したメモを提出して、インフラの維持管理におけるNPO活動の重要性をアピールした。

	他委員会共同研究
	建設マネジメント委員会の重点研究課題への応募「建設分野の災害対応マネジメント力の育成に関する研究」において、共同研究者として連絡協議会参加のNPO法人から3名の参加を申し入れた。

	他委員会協力
	100周年記念事業として実施中の「もらいの土木技術コンテスト」について協力し、参加NPO法人の内3つの法人から提案を得た。







H24第1回運営会議からH25第1回運営幹事会までの審議事項（１）
	


	H24第1回運営会議
	H24第1回運営幹事会
	H24第2回運営幹事会
	H24第3回運営幹事会

	
	H24.5.15.(火)
	H24.6.21.(木)
	H24.7.24.(火)
	H24.8.23.(木)

	運営内規
	審議と承認
	一部修正案の承認
	
	

	旅費交通費規定
	審議と承認
	一部修正案の承認
	
	

	会費の名称
	協議会会費とする
	
	
	

	協議会の名称
	当面１年間は仮称のままにしておく
	
	
	

	活動計画
	２年間の活動計画の審議と承認
	２年間の活動計画の修正案を承認
	２年間の活動計画に沿って各分科会の進め方について討議
	２年間の活動計画に
１００周年記念事業、認定NPO取得を追加

	分科会
運営会議、運営幹事会での決定事項
	３つの分科会の設置と分科会長の選任　以下分科会長と委員
	
	試行事業の公募を承認
	

	中間支援組織
分科会
	有岡正樹
皆川、高橋、木村、
花村、内藤
	分科会の進め方
分科会員を募集する
	
	活動計画
9月に第1回分科会を開催する

	新しい公共分科会
	為国孝敏
三上、齋藤、野村、
駒田
	分科会の進め方
分科会員を募集する
	
	進展なし

	事業試行分科会
	辻田　満
山下、比奈地、松本
	まず試行事業を公募する。試行事業が決まってからﾜｰｷﾝｸﾞﾒﾝﾊﾞｰを募集する
	募集要項、提案書、評価基準を提示
	次回運営幹事会で試行事業の最終選定を議題に加えて欲しい

	会員拡大
	会員拡充策の検討
	８点セットを示して会員拡大を要請する
	会員拡大、会員候補のリストアップをお願いする会員宛文書を起案する
	副会長名の依頼文書と８点セットを整理した

	地域連携
	
	
	
	

	サービス提供機能
	
	連絡協議会としての提供サービスについて検討
	サービス提供機能の具体化について検討
	資料収集のルールを決めて会員に協力を依頼することになった

	パンフレット
	
	
	
	内容を審議し、体裁はA4横３つ折りにすることを決める

	調査票
	
	
	
	

	プレスリリース
	
	
	
	

	１００周年記念事業
	
	
	
	

	連絡会議の運営について
	
	
	
	

	１００周年記念出版
	
	
	
	

	重点研究
	
	
	
	

	社会インフラ維持管理・更新タスクフォース
	
	
	
	





H24第1回運営会議からH25第1回運営幹事会までの審議事項（２）
	


	

H24第4回運営幹事会
	H24第5回運営幹事会
	H24第6回運営幹事会
	H24第7回運営幹事会

	
	H24.9.11.(火)
	H24.10.16.(火)
	H24.11.13.(火)
	H24.12.13.(木)

	運営内規
	
	
	
	

	旅費交通費規定
	
	
	
	

	会費の名称
	
	
	
	

	協議会の名称
	
	
	
	

	活動計画
	
	
	
	

	分科会
運営会議、運営幹事会での決定事項
	試行事業に応募があった5件をFSまで進める試行事業とすることを承認
	
	
	新しい公共分科会の支援を行う　駒田／為国

	中間支援組織分科会
	10/1第1回分科会
	これまでの経緯／いくつかの論点整理／活動地域の問題について報告
	11/12の分科会報告
	中間支援組織の活動内容と組織及び会員構成について報告

	新しい公共分科会
	中国地整の「新しい公共」活動における地域ニーズ調査結果の概要を報告
	前回までの会議における”新しい公共”と分科会活動への主な意見・要望事項／識者が語る”新しい公共”に対する主な認識・意見／作業予定について報告
	本日午後に予定されている分科会（分科会メンバー＋連絡会メンバー）の論点整理の紹介
	報告なし

	事業試行分科会
	応募の試行事業5件の評価結果を提示
試行事業のﾜｰｷﾝｸﾞﾒﾝﾊﾞｰを募集する
	ﾜｰｷﾝｸﾞﾒﾝﾊﾞｰの募集結果／10/15の試行事業のｷｯｸｵﾌﾐｰﾃｲﾝｸﾞ／今後のｽｹｼﾞｭｰﾙの報告
	試行事業は4件になった。4件の試行事業の10月報告
	4件の試行事業の11月報告　公共インフラ再編マネジメントについては進捗がないので相談

	会員拡大
	会員への協力依頼文書、参加のご案内文書の審議
	空白地域、準空白地域での会員拡大の取り組み
	空白地域、準空白地域での会員拡大の取り組み
	空白地域、準空白地域での会員拡大の取り組み

	地域連携
	
	地域連携の推進その２の報告
	
	地区責任者にメールで各県のNPO候補をあげるよう依頼した

	サービス提供機能
	情報収集に関する会員への依頼文を送付する
	情報収集担当者を承認、担当者に協力を依頼する
	「会員向け情報提供サービス実施要領（案）の承認
	情報発信の判断・配信方法について次回提案

	パンフレット
	
	内容について意見交換
	11/27のﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽに間に合うように1/22を目途に修正する
	最終版を取り纏め、活用していく

	調査票
	会員情報調査票の記入を会員に依頼する
	調査票の回収状況報告、一部項目について再調査することの承認
	２回目の調査を行う。１回目の回答者と未回答者に分けて調査票を送付
	34会員の内23会員から調査票が提出された。整理の上委員会サイトに掲載する

	プレスリリース
	
	１０月末か１１月初旬にプレスリリース
	連絡協議会発足前にインタビューした３社に限定して行う11/27（火）10：00
	11月28日（水）に2紙で報道される
会員にメール送付

	１００周年記念事業
	
	１００周年記念事業に採択されたただし予算はゼロ査定
	
	

	連絡会議の運営について
	
	
	現在までの活動と反省／今後の課題と進め方につて提案、次回審議
	新聞発表を踏まえた今後の活動ｽｹｼﾞｭｰﾙについて確認

	１００周年記念出版
	
	
	
	応募することを決定

	重点研究
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3. 
各分科会報告
1) 中間支援組織分科会

(1) 分科会の活動概要
中間支援組織分科会としては、リーダーを有岡とし、花村、内藤、高橋、皆川、木村の計6名（その他メールアドバイザー6名）により平成24年10月以降系5回の分科会を開催、協議した。　　 
平成23年度報告書に基づき、毎月の運営委員会およびの分科会の協議内容を参考にしながら以下の内容について検討し、巻末添付のような報告書として取りまとまとめた。ここでは、そのうち中間支援組織の設立運営に関する主要事項を抜粋して、以下の通り取りまとめた。
　　　　　　　[image: ]

(2)仮称建設系NPO法人中間支援組織の概要
① 設立趣旨
我々は今、様々な変化とそれに伴う課題の中にいる。少子高齢化と人口減少社会、地球温暖化と激しい気象変動、巨大地震の発生に伴う甚大な災害からの復興や新たな発生リスクへの備え、資源・エネルギーの安定確保、社会資本の急速かつ膨大な老朽化、等々である。
国づくり、地域・まちづくり、防災、環境保全等を担っている「土木」、ここでこの言葉はもっぱら豊かで安全・快適な市民社会の構築を目指す技術・学問としてのCivil Engineeringを原義とするものとして使うが、その土木の、これらの課題の解決に果たす役割は、直接・間接を含めて極めて大きい。
従来これらに係る公共サービスは専ら官・行政、しかも中央政府主導の役割とされてきていた。しかしながら近年の社会情勢の変化はこのようなスキームの継続を許さず、地方への権限移譲と併せて、様々な課題に対応するためにハード・ソフト両面での果敢な変革が必要となっている。
この変革において多くの役割を果たすのが「民」の力である。既に平成17年の「日本２１世紀ビジョン」では「豊かな公・小さな官」が謳われているが、まさに「小さな官」のもとでの「豊かな公」を担保する「民」の力が必要である。民の力には「草の根の力」と「民間資金の力」がある。このような民の力の活用・展開は従来のスキームの変革、新たなパラダイムと考えてよい。
このような仕組みは「新しい公共」とも言われている。この「新しい公共」を支え、地域組織や住民を含む組織が双方向に連携・協働していく21世紀型パラダイムへと移行が求められ、今まさにその途上にあるといえるが、そのような新しい連携・協働の触媒的な役割を担うのが、特定非営利活動であり、それを主として担うNPO法人などサードセクターと呼ばれる組織である。
このNPO法人の活動も、福祉や教育のようなソーシャルケア面では多くの実績を積み、奏効しているが、翻って、我々「土木」の分野では目覚ましい活動展開とはなっていない。その原因は、従来の行政依存の社会通念や体質からの脱却が、彼我ともにできていないこと、また我々のサイドでも対応する新たな活動・事業モデルを見出し得ていない、即ち、この分野のNPO法人そのものの未成熟があったことによると考えられる。
そのような視点で土木学会の関連委員会で4年余にわたり議論して至った結論が、多くの未成熟で孤立的に活動して生きた関連NPO法人の連携・ネットワーク化の必要性であり、その具体策としての、この分野における中間支援組織の設立であった。その後さらに2年間、すでに活躍中の30余NPO法人による「(仮称)建設系NPO連絡協議会」で、その組織のあるべき論(ビジョン)と活動の具体論(ミッション)を協議して、いよいよ此処にこの中間支援組織を特定非営利活動(NPO)法人として立ち上げることにした。この中間支援組織では連携とネットワーク化を通じて、情報交換、政策提言、調査研究・事業化、人材開発等様々な活動の実現を目指すものである。
様々な社会変動の中で、我が日本、ひいては世界が十分な形で継続発展していくにあたってのしかるべき役割を、この中間支援組織が果たすことを念じている。

② 事業・活動内容
1) サービス提供部門
(ｲ) 活動支援機能
　　　(ﾛ) 情報管理機能
　　　(ﾊ) 広報・提言機能
　　　(ﾆ) 教育・行事機能
　　2) 地域活動・連携部門
　　　(ﾎ) 地域活動支援機能
　　　(ﾍ) 地域内連携機能
　　　(ﾄ) 地域間連携機能
　　3) 事業推進部門
　　　(ﾁ) 事業化推進機能
　　　(ﾘ) 事業化支援機能
　(ﾇ) 資金調達支援機能
　　個々の詳細については添付分科会報告書の事業活動内容総括表を参照願いたい。
③ 組織および会員の種類
1) 組織表
[image: ]
図－２　中間支援組織の予想構成図

2)会員の種類と会費および入会金
　　　[image: ]
④会員数と収支の想定
[image: ]　　　

　⑤ 事業化のビジネスモデル
その分科会で提示された図－3に示す事業プラットフォームはその一例である。

(3) 中間支援組織のNPO法人化
　① 定款における目的（第２条）と事業の種類（第４条）
（目　的）【設立趣旨のうちビジョンに係わる部分】
この法人は、国民生活や国土保全、さらには環境、防災にといった国土形成のための社会基盤に関する社会変革が時代の趨勢であることに鑑み、その一翼を担う民間非営利
[image: ]
図－３　事業プラットフォーム（事業試行分科会）

セクターをネットワーク化して民間非営利活動の基盤強化をはかり、 「新しい公共」市民社会づくりの共同責任者として行政、企業や教育・研究機関、そして住民を含む地域組織との新しいパートナーシップ確立を図ることを目的とする。
（事業の種類）
この法人は、第３条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、次の事業を行う。
(1) 関係する特定非営利活動法人の運営・活動に関する各種支援
(2) 各分野、各地域の民間非営利活動、または企業および政府・地方公共団体における
民間非営利組織への支援活動等に関する、国内外の情報の収集およびその公開と発信
(3) 民間非営利活動関連分野における調査研究、成果の広報、およびそれに基づく政策提言・提案とその実現のための事業化等に関わる連携・協働支援
(4) 各分野、各地域の民間非営利活動の関係者および民間非営利活動に関わる企業や政府・地方公共団体、さらには大学・研究機関等の関係者との交流とそれらに対する研修
(5) 各地域の民間非営利活動推進のコーディネーションと国内外の民間非営利組織とのネットワークの推進
(6) その他第３条の目的を達成するために必要な事項

　② 今後の予定
　　25年10月に上記の計画に沿った中間支援組織の設立発起人会を開催し、26年4月の設立に向けて、組織編成、法的な諸手続き等半年かけて具体的検討を行うことになる。



2) 新しい公共分科会

新しい公共分科会は、「新しい公共」について幅広く学習し、「新しい公共」が創り上げる社会での建設系分野の可能性と方向性を検討するとともに、その担い手となるＮＰＯのあり様について検討することを目指してきた。活動当初に設定した主な活動内容は次のとおりである。
· 我々が目指す「新しい公共」の考え方、概念の検討、及び論点整理
· 時代が求める公共的な事業フレーム、及び地域のニーズに対する公共サービスフレームの検討
· 「新しい公共」の事例収集・分析によるターゲットの絞り込みと可能性の追求
· 「新しい公共」を追求した具体的な活動可能性のアピールと政策提言
本年度は、既存の活動を整理し、それをもとにメール会議にてメンバー相互の意見交換を実施する予定であったが、分科会長の対応のまずさから、十分な議論と活動ができていないことをまずはお詫びしたい。結果として、本年度の活動では、関連する文献の整理と、運営幹事会での「新しい公共」についての意見交換にとどまっている。
以下に、本年度の活動状況を記述する。

1 関連する文献等の収集・整理
　建設系分野と関連がありそうな「新しい公共」についての文献・資料・講演等について、運営幹事会でいただいた情報などを元に整理した。なお、記述されている内容については十分な分析ができていない。

【文献・資料等】
	1） 山田孝治・山﨑俊雄：わが国社会の持続的発展に対する土木界の役割、土木学会誌ＣＥレポート、vol.95,no.6,june 2010
2） 駒田智久：土木分野における「新しい公共」の意味と可能性、土木学会論説　2012.8月版
3） 成熟したシビルエンジニア活性化小委員会平成22年度報告書　「第1章　ソーシャルビジネス研究」2.「新しい公共」について、土木学会、Ｈ23.3
4） 成熟したシビルエンジニア活性化小委員会平成21年度報告書　「第3章　土木分野におけるソーシャルビジネスの調査研究」2.社会的課題解決のための新たな動向　2.1新しい公共／新たな公について　2.3新しい公共とソーシャルビジネスの関係、土木学会、Ｈ22.3
5） 中国地方整備局建政部計画・建設産業課：「新しい公共」活動における地域ニーズ調査報告書、Ｈ24.6
6） 井上伸夫（中国地方整備局建政部長）：寄稿「新しい公共」が担うまちづくり・地域づくり、建設通信、2012.8.2
7） ＮＰＯ白書「第15章　中間支援」、「第16章　新しい公共と市民社会」
8） 土木学会建設マネジメント委員会：インフラ事業における民間資金導入への挑戦　８．インフラ事業と「新たな公」
9） 福岡市共働事業提案制度（Ｈ24年度）
10） ＮＰＯ法人ちば市民活動・市民事業サポートクラブのパンフレット
11） 有岡正樹：道路事業等にＰＰＰ適用の実例と今後の展開、山口大学セミナー資料、2012.9.7
12） 国土交通省：「新しい公共」の担い手による地域づくり活動に対する非資金的支援に資するコンテンツ整備のためのモデル事業
13） 佐藤滋編著：まちづくり市民事業　新しい公共による地域再生、学芸出版社、2011.3.31




【講演・シンポジウム等】
	1） 講演：谷本寛治教授「ソーシャルビジネスの可能性」、シンポジウム「ＮＰＯ活動、その多様な展開－シビルエンジニアに期待されること－」Ｈ21.5.14
2） 講演：阿部千雅専門調査官「新たな公共の考え方に基づく地域づくりについて」、意見交換会「新たな公とソーシャルビジネス」Ｈ22.1.18
3） 講演：根本祐二教授「新しい公共の時代、その意味と展開」、シンポジウム「新しい公共、ＮＰＯそしてソーシャルビジネス－その土木界における位置づけと展開－」Ｈ22.7.27
4） 話題提供：渡邉法美教授「新しい公共とＮＰＯ活動、その土木分野における意味」、全国大会研究討論会「土木分野におけるＮＰＯ活動と土木学会の役割」
5） 記念講演：竹村公太郎「新しい公共・新しいインフラ」、協議会設立記念講演会Ｈ24.4.13
6） 記念講演：奥野信宏「国土政策と新しい公共」、協議会設立記念講演会Ｈ24.4.13



2 識者インタビューからの整理
　中間支援組織の設立準備活動の一環として、運営幹事会メンバーによる識者インタビューが実施された。その結果から、「新しい公共」に関わる発言・意見等をリストアップした。それぞれの立場もあろうが、率直に「新しい公共」について語っていただいている。７月の運営幹事会で提出した資料を以下に示す。
	項　目
	「新しい公共」への意見・感想など

	発　注
仕組み
	従来の行政発注、民間受注ではなく、「官と民とが連携しての新しいインフラ建設システム」といった大胆な発想が必要である。そしてNPOなどがその間に入って３rd Partyとしての役割を果たすような。（ﾘﾊﾞｰﾌﾛﾝﾄ整備ｾﾝﾀｰ・竹村公太郎）

	ＮＰＯ
	NPOは株主のいない会社との見方も出来る。ビジネスとの認識が必要。（ﾘﾊﾞｰﾌﾛﾝﾄ整備ｾﾝﾀｰ・竹村公太郎）

	発　注
仕組み
	官・行政はこれからもシュリンク（撤退・縮小）し続けるだろうから、官の支出でのインフラ整備は限界となろう。金融機関や民間等による15年～30年といった長期ファンドを使ってという議論に移っていく。対象がインフラのような安定した案件であれば、安い金融コストが期待できる。JRのさまざまな投資はその一例。現役はこうした仕組みになかなか踏み切れないが、OBだからいえる部分も多い。（ﾘﾊﾞｰﾌﾛﾝﾄ整備ｾﾝﾀｰ・竹村公太郎）

	
	ビジネスモデルの可視化が必要ではないか？（日刊建設工業・坂本静男）

	
	自治体にはピンからキリまであり、ひと括りには出来ないのでは（自治体格差の現実：大部分はキリ）？（日刊建設工業・坂本静男）

	
	「新しい公共」の2側面：①市民と接触、②会員活動の連続性（経験･ノウハウの繋がり）
　シニアだけではなく、建設２、３世の活動支援が重要。（日刊建設通信・和田　惠）

	
	（土木は）公共の利益を守るという意味での「市民」、「暮らし」（「絆」）といった認識が前面に出されていない。日建連会長の挨拶や幹部連中の会話の中にもそんな言葉は出てこない。（中部大・斎藤宏保）

	
	ＮＰＯの一つの役割は行政の補完であるが、それが地域の利益につながることが前提。無関心な住民、無関心な地域にとっての駆け込み寺くらいの。「利私」より「他私」といった「清く青臭い理念」が必要（清濁併せ持つではダメ）？ 成熟シビルエンジニアの活動：「貢献」（上からの目線）ではなく「還元」（お返しをする）認識が必要。（中部大・斎藤宏保）

	
	土木にとってＮＰＯ活動とは何か、公共とは何か、を明確に：明治以来の近代化でこれまでやってきたことを肯定するだけでなく、20年先、50年先の青写真を描くくらいの理念や誇りが重要（「新しい公共」に対して「古い公共」とは何かの議論）。理念（ミッション）の先送りは、一般のマスコミ受けをしない（関係者を入れるくらいの覚悟）。（中部大・斎藤宏保）

	
	国交省や業界の利権代表と見なされてしまう懸念：震災がれき処理などもゼネコン一色の現実（「自らの仕事を守る」との意図、ＮＰＯという名を使ってその肩代わりと読まれる懸念：透明性、距離感が見えない）。（中部大・斎藤宏保）

	仕組み
	（公共政策は）地域住民を含めていろいろの連携が必要だが、それは局レベルで全てを束ねてというものではなく、それぞれの地域にはその特徴があって、それに応じてというのが現況。例えば河川に関わっているＮＰＯと地域住民とが情報交換して関わり方を模索していく。これに土木学会の専門家の先生も関わって連携していく形というのはあり得る。（国交省国土保全局・治水課長、河川環境課長）

	
	会社組織が関われる段階ではないし、地域には知恵がない。そんな間に入ってのまとめ役として、それなりの見識を持ったＮＰＯの存在感はある。提案が具体化し会社組織が関わってきた段階ではその選定・契約に関わるアドバイザーや、地域社会とのコーディネーションの事務局的役割などで貢献できる。（国交省国土保全局・治水課長、河川環境課長）

	
	具体化してシンクタンク的な役割を果たすまでの段階での、時間や人手、知見に対する対価は誰が出すのか？　ＮＰＯが事業として成り立たないのでは？（国交省国土保全局・治水課長、河川環境課長）

	
	これまでの会社との契約で発注してきたシステムからは、ＮＰＯへの金の出し方が見えてこない。多種多様のやり方ということは難しい。（国交省国土保全局・治水課長、河川環境課長）

	
	ＮＰＯとして自ら提案し連携を主導するという自由度（理念・心意気）とビジネスモデルの両立が難しい。生活を犠牲にして気持ちで頑張ることに限界がある。ソーシャルビジネス化が重要である。（国交省国土保全局・治水課長、河川環境課長）

	
	これからはＮＰＯ組織と連携して行くということはあるが、その際の中間支援組織としての機能と役割が良く分からない。個々のＮＰＯでは限定された課題という距離感が近いが、中間支援組織という束ねられた組織ではその距離が見えてこない。ただ、いろいろと状況が変わっていく中で、悩んでいることもありパートナーとして一緒に考えられるような、合理的な仕組みを期待したい。（国交省国土保全局・治水課長、河川環境課長）

	
	「新しい公共」への取り組みといえば、3年ほど前に「市民工学会」を立ち上げようとしたことがある。市民主体の社会見学会などをコーディネート、公共事業に対する市民の関心を高め、人（うわさ）が人（うわさ）を読んで自己増殖していくような仕組みである（土工協の100万人に類似？ 運営費の関係で実現せず）。（日経ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・西村隆司）

	
	「新しい公共」と「新しいビジネス」は対である。旧態依然な仕組みのままでの「新しい公共」は見せ掛け、言葉倒れに終わる。（日経ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・西村隆司）

	
	「新しい公共」という用語は言葉として政治的に使われている場合があり、現実問題としては実態が明らかにならないまま、矮小化されていくので要注意である。（前土木学会長・山本）

	
	「新しい公共」に関連しては、協議会で議論し概念の共有化を図っていくことになるかと思うが、提言に終わるのではなく実践活動にまで持っていって欲しい。（前土木学会長・山本）

	
	公共事業に関わる法制度：公の契約相手を企業とするのか、法人とするのか。後者であればＮＰＯ法人もその対象となるはず。企業は政府と契約し、ＮＰＯは市民（社会）と連携するという役割分担？（東大・小沢一雅）

	
	民間事業では出来ない分野を切り開く必要かある。協議会（ひいては中間支援組織）をベースにＮＰＯだから出来たという一つの例を期待したい。例えば、学会の委員会で報告書止まりになっている研究成果が、現場（社会の最前線）で生かされるような例。出来れば市民工学的な視点で。（東大・小沢一雅）

	
	弘済会自体の先行き不透明の中、指定管理制度等の新しい仕組みについて関心がある。ＮＰＯ関係では関西ミニウイングにＪＩＣＡの集団指導プログラムのうち土日に京都等の案内で、実費支給ベースにて協力を得ている。（近畿弘済会・霜上民生）

	
	新しい公共に対して弘済会は古い公共の下請けという皮肉な見方、シュリンクしていく国の公共事業動向の中でどう生き残っていくか疑問を突きつけられている。現在は直轄事業のみが対象となっているが、技術職員が減少する地方自治体の例えば橋や河川の維持管理・予防保全の面倒をという話もある。その場合ＮＰＯが良いのか、一般社団が良いのかは別にして一つの道と考えている。例えば定年で弘済会を辞めた人がＮＰＯに加わり、それを弘済会が支援するというのはありうる。（近畿弘済会・霜上民生）

	
	地方で行政のＯＢがＮＰＯを組織し、周辺地域の橋の点検等を交通費だけというレベルで貢献をしているＮＰＯがある。コンサルタントとの競合問題もある。ＮＰＯは専門家の評価が必要かどうかを判断するところまで、との棲み分けも必要である。公共側も予算が厳しくなりシニアエンジニアへの期待が増えてきている。（近畿弘済会・霜上民生）

	
	補完というのは仕組みであって、その一部が抜けているところを補うということを指すとすると、その仕組みそのものがないという現実にぶち当たる。課題として、初めから役割分担（パートナーシップ、協働）を決めて対等にという関係が築けるか？（近畿弘済会・霜上民生）

	
	地域の人が自分たちの身の周りの問題解決にＮＰＯの知恵を借りるというのはありうるが、報酬としては高々交通費程度で、それを商売ベースに乗せるというところにギャップがある。（関東弘済会・奥野晴彦）

	
	とくにインフラ系はもともと行政がやっていた仕事であり、ＮＰＯが行政のサポートをするというのはイメージが会わない。東北復興に関連してまちづくりアドバイザー登録のシステムが出来たが、コンサルタント協会は、市町村に対するアドバイザー業務はコンサルに発注すべきと主張している。（関東弘済会・奥野晴彦）

	
	自治体は人と予算の両面で、管理する公共施設の点検・維持管理が後手に回っていて将来が危惧される例が多い。それをどうカバーできるかの視点はある。（関東、近畿弘済会・奥野、霜上）

	
	「新しい公共」については、まちづくりや地域おこし等が主だと聞いているが、インフラの場合では、税金を使い予算を組んでという従来のやり方だけでは十分に対応出来ない部分を補完するという考え方などもそれに相当すると考えている。（関東、近畿弘済会・奥野、霜上）

	
	河川をうまく使うため（商業行為を含め）にＮＰＯが住民と組んで河川をきれいにし、危険な箇所を見つけ出すといった活動などもWin-Winの一種ではないか。近畿弘済会としては12～3のそうしたＮＰＯを含む団体を審査して選び、50万円程度の補助金を出している。関東弘済会でも河川や道路の機能を護るためだが税金は投入できないといった役割を、環境整備事業としてＮＰＯ法人等に有償で果たしてもらっている。その場合の資金は企業で言えば利益配当金に相当するものを社会還元として使ってということになる。（関東、近畿弘済会・奥野、霜上）

	
	その前提は、交通費等の実費が主たる対価というある種のボランティア的な事業であり、ソーシャルエンタープライズ的なビジネスとして依頼することでない。逆に言えばそれは弘済会の仕事でもある、棲み分けが重要となる。（関東、近畿弘済会・奥野、霜上）

	
	「新しい公共」との視点での提案などで、弘済会とＮＰＯ法人（またはその中間支援組織）とが協働してということもありうる。（関東、近畿弘済会・奥野、霜上）

	
	ボランティアは、金は取らないが無責任であるという意味で功罪両面があり、もろ手を挙げて賛成とは行かない。よく分からないところがあって解決を要する部分も多い。ボランティアを束ねる等、ＮＰＯという法人の持つ意味はそこにある。保険制度適用なども契約に基づいた必要経費も含め、原価が支払われるべきである。（関東、近畿弘済会・奥野、霜上）

	
	コンサルタントといっても、決められた手続きと様式により書類を作ってという組織では思い切った発想やチャレンジは思いつかないところが多い。そうしたきっかけの部分は多くの専門家を有するＮＰＯの仕事である。昔で言う技術営業的な部分をきちっとした制度で第3者であるＮＰＯに求めるというのもシステムとしてはありうる。（関東、近畿弘済会・奥野、霜上）

	
	行政は、新しい発想等、プレＦＳ的にいくつかの案を比較検討する場合など大学の先生の知恵を借りたりすることが多いが、その際に事務局的にＮＰＯ法人（に属する専門家）が事務局的に間に入るというのもありうる。（関東、近畿弘済会・奥野、霜上）

	
	震災で技術推進機構登録者が現地に行って、泥にまみれて何かやれるのかとの疑問があった。宿泊・食事含めて月20万円で技術者を紹介との話もあったが現実味がない。どこかに雇用され身分が保証された状況であれば手を出すのだろうが。志だけでは動かない現実がある。（土木学会次期会長・小野武彦、他）

	
	「新しい公共」とは、自助・共助・公助のうち共助に当たる。広い意味でPPP等もその一種。ただ、公序＝「古い公共」の持つ継続性・責任性といった保証・補償認識も重要。（建コン協・藤本貴也）

	
	「新しい公共」とは何を指すのかはっきりしない。一般的には民主党政権のキャッチフレーズ的な認識に近いのでは。（大阪大・山内直人）

	
	「新しい公共」について、ＮＰＯ白書では①ソーシャルキャル・キャピタルと②寄付制度を上げている。阪神大震災を「ボランティア元年」、東日本大震災を「ソーシャル元年」と称するのもその時代の流れであろう。（大阪大・山内直人）

	
	中間支援組織が国から受託を受けて行われている「新しい公共」関連支援事業は今年度一杯である。政府や政治の世界を抜きにしても、民が頑張る時代であるので考え方としては生き残っていくだろうが、政府資金が付くかどうかは別問題であろう。（日本NPOｾﾝﾀｰ・坂口）

	
	ISO2600として「社会責任」（SR：CSRのCは外れた）が昨年追加され、これからしばらくの議論になるが、ＮＰＯ法人にとっても重要なガイドラインとなる。これと「新しい公共」は綿密な関係があり、ＮＰＯと行政、企業等の連携・協働がもう少し範囲を広げて、マルチステイクホルダープロセス（多種多様な担い手が地域問題に取り組む）といった視点で展開され、中間支援組織がそれに関わっていく機会が増えてくる。



3 運営幹事会での活動報告と意見内容
　平成24年度の分科会活動と議論の内容について、３月の第2回運営会議にて提出した資料を以下に示す。

○第1回運営幹事会（2012.6.21）での報告と意見
	【提案した活動内容案】（運幹資料Ⅰ－８①）
“新しい公共”が創り上げる社会での可能性について共通の理解・認識を深める
· “新しい公共”の現状を分析する：国の考え方、理念、目指している方向性、進め方、対象範囲、どこまで具体化しているか、取り組み事例などの動き、などなど⇒情報収集・整理
· “新しい公共”の既存の枠組みにおける、建設系NPOの現状と課題を分析する：既存調査や既存成果の整理・分析
· “新しい公共”の概要における建設系NPOが取り組む範囲を分析する：広く浅く建設系NPOをとらえ、活動の可能性を探る⇒活動領域の再構築と新たなフレームワークの構築
· 建設系NPOが社会システムとしての“新しい公共”を牽引するために、課題を抽出し解決策を検討する：実現のための課題を理解する⇒中間支援組織の活動の一つになる
· 土木学会内で、「土木は“新しい公共”を推進する最大のステークホルダーである」との当事者意識を植え付けるための活動：旧来の土木人が理解できるようなシナリオの作成
· 第三者的に「わが国の明日を切り開く新しい公共が創り上げる社会」のシナリオを作成し、豊かな国づくりへの対外的なアピールの実施：土木のために活動するのではないと見られるような客観性と夢の描ける実現可能性に向けたシナリオを創る⇒政策提言
· “新しい公共”を担うステークホルダーが、お互いにWin-Winの関係を構築できるように、現実を直視しながら実践的な理論を構築する：きれいごとではない豊かな国づくり・地域づくりをアピール⇒草の根的な“新しい公共”を利用する知恵の構築
【会議でいただいた指摘・意見】
· もっと具体的なことを進めた方が良い⇒具体的なメニューから積み上げる
· 中間支援組織である所以をしっかりと説明できるように⇒土木学会が中間支援組織を立ち上げるのか？ミッションについては新しい公共+アルファの要素が必要との意見があった。
· 中間支援組織は、「地先のＮＰＯを指導してやるんだ・・」といった高見の見方ではなく・・⇒具体的なメニューからミッションをまとめることも考える。中間支援が上から目線にならないようとの意見があった。
· 中間支援組織は進化しているので、新しいコンセプトを出す



○第2回運営幹事会（2012.7.24）での報告と意見
	【説明した活動計画案と活動についていただいた指摘・意見】
· 新しい公共分科会での活動プロジェクト構想(案)の試行は、『政策提言』を指す。
· 中間支援組織分科会と新しい公共分科会で、趣意書に書くべき『ミッションとビジョン』をまとめてもらいたい。なぜ、いま土木学会で中間支援組織を立ち上げるかの目標・目的を明確にしてもらいたい。
· ミッションとビジョンは新しい公共ばかりではなく、ＣＥレポートに書かれた「これから技術者は何をすべきか」の視点からとらえるべき。2010年6月ＣＥレポートに記された土木学会におけるあたらたな役割は、①連携・統括機能、②構想・実施支援機能、③実行機能のとりくみ。
· 社会づくりの理念を追求するには、新しい公共だけでは応えられない。新しい公共が担う社会とは何だろうか、社会づくりの理念が変りますよ、というような提言を強い意思で打ち出してもらいたい。
【提示した活動内容資料】（運幹資料Ⅱ－４①）
識者が語る「新しい公共」について、インタビュー結果から、「新しい公共」についての意見・感想などを表形式で整理して提示した。



○第4回運営幹事会（2012.9.11）での報告と意見
	【説明した活動状況】（運幹資料Ⅳ－３②）
1． 活動の現状　
· 十分な活動ができていない（代表の時間的・能力的問題）
· 情報収集は少しずつ進捗⇒論点案のピックアップが出来ていない
· メンバーとの意見交換について⇒論点提示が出来ないために躊躇している
【中国地整の調査は大いに参考になる】
· 市町村とNPOとの意識のズレやすれ違いが明白に
· 意識面と情報共有面で課題が出され、その対応手法が提示されている
· ここでの分析結果を参考にして（一つのモノサシにして）論点整理をしたい
2． 今後の展開
· 活動のねらい⇒「新しい公共がになう社会って何だろう！」を思い描きながら、中間支援組織の中核となるようなミッション、ビジョンを描きたい。パッションはあるが、アクションが伴っていないことの打破
· 建設系NPOが関わる領域（広義の）に絞り込んだ論点整理⇒社会がボーダレス化していてターゲットの絞り込みは容易ではないが
· 既存事例の整理からフレームワークの設定⇒中国地整調査においても多様な分野・活動領域があるが、その中から、社会づくりの共通項・共通理念を具体的に（掘り下げて）ピックアップし、社会システムにおけるフレームを創出する
· 中国地整調査では、アンケート先が市町村の各部署であるために、行政の視点で新しい公共の担い手（候補）を見ているために、行政の都合で連携したいような分析傾向があるので、行政からの要望・言い訳に見える
· 偏ることなく、一定の距離をおいてフレームづくりの参考にしたい⇒地域ニーズ調査結果概要は別紙
【会議でいただいた指摘・意見】
· 中国地整の調査は連絡協議会の動向とはレベルが違うので、会員NPOの活動調査、試行事業の位置付け等を加えて欲しい。早めに中間段階でも外部に情報発信する必要がある等の意見があった。
· 中国地整の調査では、ＮＰＯが“お手伝い”分野に位置付けられている
· このアンケートでは建設系ＮＰＯの関わりが理解されていないので、われわれの３５団体（全て新しい公共である）の活動を整理して欲しい
· ５つの試行事業を新しい公共の視点で評価して欲しい。⇒可視化
· 行政（マスコミだけでなかく）に対しての発信手法（アピール）を考えていかないと・・



○第5回運営幹事会（2012.10.16）での報告と意見
	【説明した活動状況】（運幹資料Ⅴ－３②）
【前回までの会議における“新しい公共”と分科会活動への主な意見・要望事項】（順不同）
1 趣意書に書くべき「ミッションとビジョン」をまとめて欲しい⇒「これからの技術者は何をすべきか」（CEﾚﾎﾟｰﾄより）の視点からも
2 「“新しい公共”が担う社会」、「社会づくりの理念が変る」ことを強い意思で表現して欲しい
3 中国地方整備局による「新しい公共活動における地域ニーズ調査では、建設系NPOの関わりが理解されておらず、「お手伝い」分野になっている⇒行政の認識はまだまだこの程度、これではおかしい
4 協議会に参加している３５団体は全て“新しい公共”なので、活動を整理して欲しい
5 応募された５つの試行事業を“新しい公共”の視点で評価して欲しい
6 マスコミだけでなく行政に対しての発信手法（アピール）を考える⇒我々が“新しい公共”をどのように考えて（捉えて）いるのか、中間段階（途中段階）でも早めに情報発信する
7 “新しい公共”に関する先進事例（取組事例）の情報を提供する
8 “新しい公共”に関する財政的支援メニューの情報を提供する
【識者が語る“新しい公共”に対する主な認識・意見】（インタビュー結果から）
1 行政発注・民間受注といった“古い公共”と、官と民が連携する新しいインフラ建設システムの間にNPOが入るといった“新しい公共”との認識⇒国土交通省的な発想と認識
2 旧態以前な仕組みのままでの“新しい公共”は見せ掛け、言葉倒れに終わる。政治的な使われ方と混同しない
3 NPOの一つの役割は行政の補完であるので（⇒ここは変えられないのか）、公共の利益を守る意味での市民・暮らし・絆といった認識が前面に欲しい
4 “新しい公共”の名の下に、NPOという名を使って国交省や業界の“利権代表”とみなされる懸念がある
5 “新しい公共”では、それを担うNPOのソーシャルビジネス化が重要である
6 初めから役割分担（パートナーシップ、協働）を決めて対等にといった関係が築けるのか、NPOが行政のサポートをするイメージが合わない、アドバイザー業務はコンサルタントと競合する
【作業予定①：分科会メンバーからの意見聴取・意見交換・意見集約・整理】
【作業予定②：協議会会員NPOや内外の情報収集と情報発信】
【作業予定③：社会的な課題に取り組む具体的なシステムづくり（フレームワーク）】
【会議でいただいた指摘・意見】
· 現実の役所の対応との乖離はあってもアドバルーン的な発信が必要
· 年間講座「新しい公共」の開催や、講義の記録を本として出版する等の意見があった
· 建設業界だけでなく広く一般社会への発信を考える
· メール会議を開こう⇒通常の会議のように議題を決めて意見を収集・集約してみんなでもむ
· 西日本ネット・齋藤さん：12/1技術セミナーで新しい公共を取り上げる（香川大・白木先生）。他に福岡市でＰＰＰの講習がある。福岡市の出前講座（官民協働）
· べき論をかかげて現実を少しずつ近づける努力が必要
· われわれの活動を記録して分かりやすく本にして出版する⇒記録をとっていく価値がある
· 少し叩かれてもビジョン（乱暴でも）を打ち出す
· 特に外に打って出る。外に出て市民に発信していかないと
· 具体的なものがないと動かない
· 新しい公共は混乱していて建設ではもっと混乱しているので、新しい公共を教育する講座が必要





○第6回運営幹事会（2012.11.13）での報告と意見
	【説明した活動状況】（運幹資料Ⅵ－５②）
· 我々が目指すべき「新しい公共」の姿が絞り込めていない
· 既存の文献・資料などから、論点集約をした整理ができていない⇒たたき台が未完成
· 本日、第1回分科会を開催予定　例えば、下記の論点について意見を集約してみたい
◎新しい公共について・・・論点
1． 我々（建設系NPO）が目指すべき目標は何か
2． 我々（建設系NPO）が目指すべき夢は何か
3． 我々（建設系NPO）は、どこに価値観を見出すべきか
4． 我々（建設系NPO）は、何ができるか、何をすべきか
5． 我々（建設系NPO）が描く「新しい公共」とは何か、どんな社会システムか
6． 我々（建設系NPO）が描く「新しい公共」を広めるために、何が必要か、どんな手段を使うか
7． 我々（建設系NPO）が描く「新しい公共」の社会を実現するための阻害要因は何か（ターゲット）
8． その他
◎今後のシナリオ
本日の議論を集約・整理し、分科会メンバーにフィードバックして、「我々が目指す新しい公共像」を描く
【会議後の分科会でいただいた指摘・意見】
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【三上委員からいただいた意見】
○基本的な考え方
· 新しい公共とは、「何をするか」ではなく、「誰とするか」がポイント
· 官民協働だが、基本は民主導の時代の到来
· まずは民が動き、後ろから官（資金や制度）が付いてくる
· この動きの中で、全国の組織（土木学会の支部を含む）、人、技術のネットワーク（アメーバ状の）が築き上げられる
○中間支援組織のありかた
中間支援組織は、「新しい公共」の活動を成功に導くため、それを全面的に支援するもの
· お金がなくても、志を前面に出して、支援に動く
· 全国の組織のために、プロジェクトのために、支援に動く
· 持ち前のヘッドワーク、ネットワーク、フットワークで、支援に動く
その結果として、行政も、また様々な組織（土木学会を含む）も、この中間支援組織を支援する
○中間支援組織の理念
· MISSION（ミッション：市絵美・役割・存在意義）新しい公共による社会づくりを支援すること
· VALUE（バリュー：行動規範・大切にするもの）新しい公共によるプロジェクトの成功のために何でもする
· VISION（ビジョン：夢）新しい公共による豊かな社会づくりで日本再生を
○課題
· 身銭を切ってでも頑張って活動を続けている全国の組織を支援することになる。そのためには、新しく作られる中間支援組織も、相当の覚悟が必要である
· 具体的に、誰が中心となって、使命感と価値観と夢を持って突き進むのか。明るく、情熱を持って、粘り強く頑張る人が必要である



○第8回運営幹事会（2013.1.24）での報告と意見
	【説明した活動状況】（運幹資料Ⅷ－４②）
○今後のまとめ方について（2012.12.27打合せ報告）
1）新しい公共の考え方についての共通認識：今まで積み重ねた議論や識者インタビューなどを基に
2）今までの新しい公共に関する検討経緯の再確認：補完から主役に
3）分科会成果品（到達点）の検討：学会百周年記念出版と関連した出版物として取りまとめる
◎成果品（出版物）内容の私案
· 「新しい公共」については、今までの会議（成熟シビル小委員会～準備会に至る）での積み重ねた成果を踏まえ、さらに識者インタビューでの「新しい公共」についての認識や、社会的な認識（政策など）なども踏まえて整理する。
· 成果品では、「新しい公共」の意義と拡がりを示すことができればと考える。⇒ＮＰＯだけにとどまらず、公共サービスを民が担っていく社会環境が提示できれば。ＰＰＰ、ＰＦＩ、ファンド
· どこまで踏み込めるかはわからないが、法、制度、組織論なども言及できれば。
· 土木分野での展開（具体的な）は、領域が多岐にわたることから、可能性のあるすべてを対象とすることも考えられるが（ハード・ソフトともに）、提言としての迫力を出すために、具体の技術力の展開を軸にした方が良いと考える。
· まちづくりなどの市民との協働での事業は、土木分野での社会的アピール度が弱いほか、社会全般に土木分やとしての認識が低いため、その認知度を高めることまで包含しないとならないので、そこまで広げると出版物そのものの論点・焦点がぼける懸念がある。
· すなわち、現在話題になっていて、かつ実績のある「インフラの維持管理・更新に関わること」「防災・減災に関わること」「海外での技術移転に関わること」などに絞込み、シニアエンジニアが主役となれる産業構造を中心にとりまとめ、アピールすべきであろう。
· ここに絞ると、「新しい公共」の担い手としての建設系ＮＰＯの役割や中間支援組織の位置づけ、土木学会との関係、さらに行政への政策提言もしやすいのではと考える。










◎建設系ＮＰＯが担う「新しい公共」イメージ（たたき台）
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· 三角形の中心（上下）箇所は、官民の主体が対等となる
· また、社会的課題（要求）によっては、新しい公共の取組はＮＰＯにとどまらず、財団法人、社団法人、ＮＧＯなどの参加もある
· 活動範囲や対象の違いによって、建設系ＮＰＯの専門性を発揮する状況が異なってくる
· 環境分野やまちづくり分野、福祉分野または国際的な分野などの場合、建設系として想定する上記の活動範囲、対象の軸にあてはまらないケースも想定される⇒一つの軸で表現ができにくい



















4 今後の活動について
100周年記念出版の中で、新しい公共についての成果をとりまとめていく予定である。



3) 事業試行分科会
(１)はじめに
　有識者インタビューをレビューすると本連絡協議会（以下協議会）に対して漠然ではあるが期待感を持って受け入れられていると言ってよい。ただ、あくまでも理念先行ではなく具体的なテーマを取り上げた実践活動まで持って行くことに期待感が多い。従来の仕組みでは難しかったことが協議会（ひいては中間支援組織）をベースにＮＰＯだから可能となったという具体的事例を期待している。　
例えば、学会の委員会で報告書止まりになっている研究成果が、現場（社会の最前線）で生かされるような事業は考えられないだろうか。そして事業そのものはボランティアでなくソーシャルビジネスとしての事業性と革新性、継続性を持たすことができないであろうか。そこで、事業試行分科会では先進事例も参考に、また今後の中間支援組織としての進化していく方向性も視野に入れて中間支援組織の具体的な姿を提案するとともに、その中で試行する事業プロジェクトを選定しそのビジネスモデルを構築して試行する。

（2） 分科会での作業手順
1 先進事例の研究　
2 中間支援織の全体像と事業プラットホームの位置づけを検討
3 事業プラットホームにおける事業プロジェクトの検討
4 試行事業プロジェクトの選定と可能性調査
5 選定した試行プロジェクトの為のワーキングを組織
6 ワーキングによる具体的な試行プロジェクトのビジネスモデルの検討
7 構築したビジネスモデルでのフィジビリティースタディーの実施
8 フィジビリティースタディーの結果実現性が高いと判断された場合に実際に試行
9 試行したプロジェクトの評価

（3） 活動スケジュール
一年目（平成24年度）　①〜⑦
二年目（平成25年度）　⑧〜⑨

（4） 先進事例の研究
①NPO法人ＷＩＮ
大学の知を社会に還元するという新しい「社学連携」と言う概念が素晴らしい。この概念は大いに参考になる。明確なミッション（使命）を持ち、それを共有して、大学を中心とした参加企業間の利害を超えた協働により100人規模の研究員、100億円規模の研究費を要する研究開発型NPOを目指して取り組んでいる。この研究開発型NPOのビジネスモデルも新しい発想で大いに参考にすべきものがある。当協議会が実施した有識者インタビューにもあった　「土木学会の委員会で報告書止まりになっている研究成果が、現場（社会の最前線）で生かされるような事業は考えられないだろうか。そして事業そのものはボランティアでなくソーシャルビジネスとしての事業性と革新性、継続性を持たすことができないであろうか。」の解決のヒントになる。土木学会は主として学問体系での切り口となっているがこれを社会ニーズに対応した切り口（例えば・社会資本ストックの維持管理・防災まちづくり・エネルギー危機対応・食料危機対応・森林資源の活用保全等）でNPOが事業主体としての実行機関になれないだろうか。
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2 ギリスＣＡＮ
　CANのビジョンは「より効率的・効果的に社会問題を解決する新たな起業家の取り組みを支援すること」にあり、コミュニティの人々をつなぎ、ボランティア・非営利組織―行政―企業間の連携をはかることで、このビジョンの具現化を実践している中間支援組織でこのビジネスモデルは建設系分の取り組みに置き換えてみても取り上げる課題に差異があってもそのアプローチの仕方は大いに参考となる。700名を超える会員がCANのデーターベースによってネットワークが共有されており、中でも資金調達（地域再生プロジェクト、助成金など）に関する情報は2000を超えて充実しているとはなんと素晴らしことであろう。会員種別も「プレミアム会員」、「スタンダード会員」、「ベーシック会員」を3種類あることもなにか今後のヒントとなる。また、CANは①全英最大・行動重視のアプローチ②積極的な連携・基金づリ③国際的なネットワークが特徴となっている。

③アメリカＴＦＡ
　今から23年も前の1989年プリンストン大学の4年生であったウエンディ・コップ女史が卒業論文で論じたアイデアが教育NPOであるTFAの出発点となっている。TFAは教育困難地域にある学校に常勤講師を派遣するNPOである。大学を卒業したコップ女史は企業から26000ドルの提供を受けてプログラムをスタートさせた。1990年の募集の１期生において定員500人対して4000人の応募がありこの数字が実績で大企業・資産家から250万ドルの寄付を獲得したと報告されている。TFAは2010年には全米文系大学生の就職人気ランキングで１位となっている。寄付文化のないとされている日本では到底無理と思っていると、なんと2010年には日本版TFAが立ち上げられて多くのエンジェル企業を集めて活動が開始されている。これはやはり筋のよいミッションとビジョンが決めてとなるのではないだろうか。

④新しい公共
過去、公共サービスは専ら「行政」が提供するものであり、「行政」イコール「公共」の領域はほぼ一致していた。しかし、近年少子高齢化の伴う「公共」の範囲の拡大と団塊世代職員の大量退職や経営資源の制約による「行政」の守備範囲の縮小により「行政」と「公共」の領域に明らかにズレが発生してきているのが現状となっている。このずれた領域を新たに「民間」（市民・ＮＰＯ・企業）が担う取り組みが生まれてきている。
これを日本では「新しい公共」と呼び「行政」は行政でなければ対応しえない領域に重点的に対応し、その他の領域は「公共」と「民間」の多元的な協働によって提供して行こうという流れになりつつある。しかし、この潮流はなかなか加速されることなく各地方自治体で協働ルールが作られているがなかなかその成果は顕著ではない。これは単に協働ルールを作ればよいと言う単純な話ではなく、自治分権の深化と広がりを認識した上での自治基本条例の制定と運用が不可欠と考えられる。
市民参加を徹底的に実現させ取り組みを実行している先進的な自治体では「協働」でもなく「市民参加」でもなく「市民自治」であるとしている。市民を市政運営の株主、ステークホルダーとして根付かせ、自治会等地区組織を単なる行政の下請けではない地域振興を担う自発的仕事創造組織に位置づけている。これには困難な組織改革を伴うが市民をパートナーとして自治体経営に誘うことを徹底することが原点にある。困難ではあるが今後この「新しい公共」は全国至るところまちづくりの主流となることは間違い。

（５）中間支援織の全体像と事業プラットホームの位置づけを検討
　NPO法人ＣＴＰ（仮称）提案を検討した。この提案はあくまでも本協議会の前身でもある
成熟したシビルエンジニア活性化小委員会で検討されてきた内容を組織形態として形にし
てみたものである。ここで重要なポイントは中間支援組織としての存在意義は実行機能の
役割を果たす役割を担う「プラットホームとしての機能」を有すことにあると考える。この
「プラットホームとしての機能」に関しは中間支援組織分科会の今後の検討の中に是非とも
入れ込んで頂きたい。
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（６）試行事業の公募
事業試行分科会では中間支援組織として独立して活動を始める前段として実際に協議会をプラットホームとした具体的な事業を試行してみることと致し、広く会員各位に試行テーマを公募し選定作業を実施した。下記に選定にあたっての評価項目を示す。
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（７）試行事業の選定
　　　試行事業の募集・選定の結果、下記の４テーマを試行事業として実施することとなった。試行事業の概要を資料に添付する。

①橋の長寿命化促進事業支援プロジェクト
自治体の管理する橋の長寿命化を推進する目的でPPP手法を導入した新しい維持管理のビジネスモデルを構築する。
②古都の無電柱化推進事業
古都の無電柱化を推進する目的でインフラファンドを用いた具体的なスキームを構築する。
③地方自治体における公共インフラ等の再編マネージメントの構築
公共インフラ再編にあたって業際・学際的なネットワークによるニューパブリックマネージメント体制を構築する。
④がれき処理「Green Hill構想」を適用したCapacity Building施策展開
インドネシア等津波災害が多い国、海面上昇リスク対応等に「Green　Hill構想」を　Capacity　Buildingとして展開する施策を検討する。

（８）試行事業の実施と中間報告会の開催
　　平成24年9月試行事業のキックオフミーティングを開催した。また、平成25年3月には中間報告会を開催した。中間報告会の取材記事がプレスに取り上げられた。
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4) 地域連携分科会
4. 地域連携推進の意義
大きく変化し発展しようとする社会で、道を切り開いていく集団としてNPOには大きな期待が寄せられている。放置されてきたさまざまな社会的な課題・潜在的ニーズや、社会構造の変化とともに新たに発生する社会的ニーズ、多様化する世の中のニーズなどを発見し、課題を解決し、それらのニーズに応えることが求められている。複雑で大規模でダイナミックに変化するテーマに対し、現存するのNPOの多くは生まれて間もなく、弱体な存在である。したがって、社会的要求に応えるためには、個々のNPOが実力を付けるとともに、社会的環境を整えることにより社会的な視点からNPO集団を形成してその機能を発揮することが必要である。我々はこのことを意識して未来に向かって前進しなければならない。個々のNPOは、規模は大きくなくても専門性が高いという性格があるがNPOの集団としてみれば、その分多方面の分野と広い地域的な広がりを持っている。NPOが単体で機能している間は、成果はあくまでも限定されたものにならざるを得ない。しかし、連携によりNPOが集団的に機能した時に、より大きな力を発揮し、全体が飛躍的に発展することが期待される。
中間支援組織の設置目的は、NPOの抱えるさまざまな問題を総括的に取り上げ、全体の発展のための道を切り拓くことにあり、地域連携の推進は最も重要な目的の一つである。全国に広がるNPOがそれぞれの地域で連携することにより、地域固有の問題を解決したり、地理的時間的メリットを生かして活動目的を達成したり、あるいは新たな可能性を生み出したりすることを可能にするものである。本連絡協議会では、地域を地区に区分けし、その地区単位で仲間が連携協力して活動するとともに、地区内でのいろいろな主体との連携をはかり、そして仲間の輪を広げて行きたいと考えている。合わせて、地区間の連携により地域特有の共通した問題について情報や意見の交換を行いたい。

4. 地域連携活動の内容
1. 地域活動支援
中間支援組織はNPOの抱える問題を総括的に取り上げ、全体の発展のために環境を整備し道を切り拓こうとするものである。中央からの支援とこれを実現する地域での活動が有機的に機能することが肝要である。この過程を通じて組織基盤は固められる。また地域においては、さまざまな環境や条件に起因して出来ないことを、中央からの支援により克服できる可能性は高い。地域活動支援としては、以下の項目が考えられる。
・会員の日常的なNPO活動に対する支援
・共通分野の全国レベルのコーディネーション
・地域行事、社会貢献活動等の支援
1. 地域内連携
地域のNPOが活動するに当たっては、会員間の身近で日常的な情報交換や相互協力が重要である。その活動は、会員NPO間の連携から、外部のNPO、さらには地元の自治体、住民・市民団体、大学・企業との連携へと発展していくこととなる。すなわち、以下のような項目が対象となる。
・会員の相互協力、地域中間支援組織的活動による共通課題の解決
・地域におけるNPO連携、その他各主体との連携
1. 地域間連携
地域内で解決できない事業や課題を他地域との連携により道が開けるケースが生じることは大いに予想される。また、地域を超えてNPOが協力して事業遂行を行う過程で、新たなネットワークが形成されることも多い。一方、ある地域での活動成果が一つのモデルケースとして他地域で生かされたり、ビジネスモデルとして各地域で採用されることも期待できる。地域間連携では次のようなことが、典型的な形として想定される。
・人材交流等、全国展開ネットワーク形成
・成功事例の水平展開

4. 地域連携推進のための組織
暫定的に、以下の地域区分を設定し、代表者を選出するとともに、地域連携推進のあり方を探ってきた。
　暫定的地域区分：九州地区、中国・四国地区、近畿地区、中部・北陸地区、関東地区Ⅰ、　
　　　　　　　　　関東地区Ⅱ、東北地区、北海道地区
　地域の拠点となるべき地区として、名古屋（愛知県）、札幌（北海道）のメンバーがいないので、補充する必要がある。現在知人を通して探している。また、拠点地区と考えている都道府県に存在する建設系NPO法人を増やす必要があり、該当する都道府県の登録一覧からピックアップし、調査を進めることとしている。

4. 会員の意見
いくつかの地区の代表者より、地域連携に関する意見を頂戴した。主な意見は次のとおりであり、これらの意見を踏まえつつ、今後のあるべき地域連携の形を整えてゆく。
（Ａ氏）
· 人材的・財政的な制約から使命への活動域が限定的となっている。地方独特の固定観念に基づく生活習慣や行動様式があり、一概に連携行動の実行は難しい側面を持ち合わせている。
· 極限られた範囲（地域・内容・連携など）の活動のみというように傍目から見られる行動パターンが一般的である。
· 連携の重要性を考える以前の問題で、本来連携して何をすればよいかから解く必要がある。そのため、動脈としての中央とのパイプは兎も角として、端末を繋ぐ血管を配備する難しさをどう解決してゆくかが最大の課題である。
· “地区の活動”として提示されているものは、内容的には尤もなものであるが、自組織において全て頼りたいものばかりであり、機能不全を起こす。加えて、資料一つ作るにも人手と費用を要し、対応に苦慮することは目に見えている。
· 土木学会という組織のなかのプロジェクトという前提で考えた場合、学会支部の活用も大いに検討の余地がある。
（Ｂ氏）
· 環境や自然保護活動などのNPOとの付き合いがあるが、建設系NPOとの関係性は、非常に脆弱だと反省している。まずは、同じ地域の他のNPOさんと、連絡を取りあい、何らかの関係づくりを試みないといけない。
（Ｃ氏）
· それぞれの団体は、それぞれの活動で忙しく、相互に連携する意識は低い。情報交換を始めとする様々な取り組みは、今までも行政を中心に行われたが、継続しないし、しかも実を結んでいない。
· 個々の団体が相互に連携するよりも、中間支援組織との連携を密にし、中間支援組織との活動が、結果として他の団体との連携になるようにすべきである。
· 個々の団体が中間支援組織との連携を密にするためには、中間支援組織の「魅力」が大切になる。中間支援組織としての「魅力」は、以下の通り。
　　　①明確なミッション（使命）、バリュー（価値観）、ビジョン（夢）がある。
　　　②組織を成功させるための、ヘッドとハートとガッツのあるリーダーがいる。
　　　③組織を成功させるための、フットワーク、ヘッドワーク、ネットワークがある。
· それぞれの団体は、個人の財産の持ち出しで頑張っている本気の組織が多いので、中間支援組織でも、それ以上の情熱を持った中核メンバーが必要である。
· 大切なことは、「何をするか」ではなく、「誰がするか」、「誰とするか」である。地域ごとの様々な団体を間接的に繋ぐ中間支援組織は重要である。多業種団体の連携、官民の連携、いずれも媒酌人が必要である。豊富な知識と、豊富な経験と、豊富な資金調達方法と、豊富な人脈を前面に押し出した組織づくり、組織運営が必要である。
（Ｄ氏）
· （Ｃ氏）の「地域連携」に関する意見に賛同する。われわれの中間支援組織の役割や期待することが的確に整理されている。
· 「現場で何が必要なのか」「何があればよいのか」といった生の声を忘れてはいけない。新しい公共は、事業の枠組みや役割分担で進める従来のやり方ではなく、社会的な課題に取り組む具体的なシステムづくりである。

4. 分科会の設置と今後の活動
　シビルNPO連絡会議（代表：花村）は、（仮称）建設系NPO法人中間支援組織設立とシビルNPO連絡会議の関係性について世話人会において慎重に審議した結果、中間支援組織設立とその中での地域連携推進の活動の構想が当会議のミッションを満たすものと判断した。さらに、平成25年2月19日の（仮称）建設系NPO連絡協議会及び建設系NPO中間支援組織設立準備会H24第9回運営幹事会＆第10回準備会における中間支援組織分科会の報告において、花村代表より、「シビルNPO連絡会議を全面的に土木学会の連絡協議会に移行することとし、かつ地域連携の立場から関東支部として全国の支部モデルの先行事例になれればよい」との発言がなされた。これを受けて、シビルNPO連絡会議では上記の報告を具現するために、以下の提案をした。
[シビルNPO連絡会議からの提案]
１．シビルNPO連絡会議は、その会員の多くが（仮称）建設系NPO法人中間支援組織およびその前身である（仮称）建設系NPO連絡協議会に会員として参加することを前提に、発展的に解散する。
２．シビルNPO連絡会議は、（仮称）建設系NPO法人中間支援組織およびその前身である（仮称）建設系NPO連絡協議会で構想されている地域連携部門の事業・業務を推進するために、地域連携分科会（仮称）を設置することを提案する。
　
  これを受けて、花村副会長は、3月11日開催の運営幹事会において、地域連携分科会の設置を提案し、全会一致でこれを了承するとともに、会長に皆川運営幹事を選出した。
 (4)において紹介したように、中間支援組織設立の課題、NPO間の連携に関しての課題としては、以下のような点が指摘されている。
· 各NPOの連携には人的・財政的制約の壁が高い。
· 土木学会支部組織の活用を検討してはどうか。
· 連携により何をするべきか、何がし得るかの検討が必要である。
· まずは地区内でコミュニケーションを始めることが必要である。
· もともとNPO間の連携の意識は高くない。
· 情報交換を始めとする様々な取り組みは、今までも行政を中心に行われたが継続していない。
· 中間支援組織との連携を密にし、中間支援組織との活動が、結果として他の団体との連携になるようにすべき。
· 中間支援組織の中核としての機能の充実が重要である。
　これらの課題のうち、「中間支援組織の中核としての機能の充実」については中間支援組織分科会および試行事業分科会において検討されている。そこで、本分科会の役割としては、中間支援組織設立の初期段階では、次の項目を優先的に進めることとなった。
・地域間連携の推進
・関東地区の地域内連携の先行的推進
「地域間連携の推進」においては、各NPOの個々のメンバーのレベルで、中間支援組織と各NPOの間、および、地区を限定しないNPO間のコミュニケーションを円滑化することによって、さまざまな議論を起こし、そこから、望ましい地域連携の構想につなげる。各NPOの人的・財政的制約から、中間支援組織においてそのような対話の基盤を構築する。
　また、「関東地区の地域内連携の先行的推進」においては、地区内のNPOが連携をすることの意義、あるいは意義のある連携活動の成功事例を得ることで、他の地区に対してGood Practiceとしてお示ししようとするものである。

(5) 上記の優先的検討事項を考慮して、当分科会では関東地区よりメンバーを募集するとともに，関東地区以外の会員についてもメール会員として参画を期待している。

5) 土木学会連携事業分科会
協議会の上部組織である準備会の活動と兼ねて、学会との関係で幾つかの活動を行ってきた。以下列記する。
①100周年記念事業への応募
平成23年4月の「企画募集」には間に合わなかったが、24年6月の「ご意見募集」に応募することができ、採択された。提出応募資料を別紙－○に示す。(但し学会からの補助要請額についてはゼロ査定であった。)
内容は、まさに準備会が実施している内容そのもので、100周年を迎えて、新たな展開を示そうとしている学会の記念事業として相応しいものと考えて応募したものである。記念事業の実施期間は平成24～26年度の3カ年で、中間支援組織の立上げは平成26年度冒頭を予定している。最終26年度は立ちあがったばかりの中間支援組織の本格的な展開に向けて、準備会として学会の側から相当の支援をすることを想定している。
尚、平成25年3月半ばに「実行計画書」、4月半ばに実施計画(概要)を実行委員会に提出している。また、この実行委員会(事業部会Ｂ部会)のとの連絡役として松本委員を選任している。

②100周年記念出版事業への応募
平成24年11月の募集に、「仮題)インフラ・まちづくりと新しい公共」のタイトルのもと応募した。「新しい公共」という言葉自体は社会的に若干の揺らぎがあるが、その概念自体はこれからも一層生き続けるとの想定のもと、土木分野における新しい公共の展開及びその担い方や担い手としてのNPOについて、広く土木界の一般向け教養書として、或いは学校における講義のサブテキストとしての利用も想定して出版を考えるものである。結果4月に入って採択された。提出した出版企画書のその後修正したものを別紙－○に示す。
　この作業を推進するために、4月に編集委員会(委員長；駒田)を立ち上げた。

③「社会インフラの維持管理・更新検討タスクフォース」への発信
笹子トンネル事故を契機に平成25年1月初めに土木学会に設けられた標記タスクフォースに委員としての参加を要望したが叶わず、替わりに2月28日の第３回会議において「NPO法人等の社会インフラの維持管理・更新への係りについて」と題したメモを提出して、インフラの維持管理面におけるNPOの活動の重要性をアピールした。

④建設マネジメント委員会の重点研究課題への共同研究者としての参加
上記委員会が応募した「建設分野の災害対応マネジメント力の育成に関する研究」において、共同研究者として協議会参加のNPO法人から３名の参加を申し入れた。
結果この申請は採択され、具体の活動に参加している。

⑤100周年記念事業「みらいの土木技術コンテスト」のテーマについての協力
標記コンテストの審査準備委員会からの協力依頼に応えて、参加NPO法人のうち３つの法人から提案を得た。


100周年事業のアイディア別紙－○

１．御意見をお寄せいただく方の御連絡先
	氏名
	駒田智久
	所属
	

	土木学会での立場
	建設系NPO中間支援組織設立準備会委員長

	電話番号
	042-478-5541
	e-mail
	t-komada@jcom.home.ne.jp



２．資料Bの他に実施するとよい事業のアイディアがございましたらお書きください
	事業名（仮称）
	「新しい公共」の担い手となる建設系ＮＰＯを支援する「中間支援組織」の設立

	実施主体
	建設系NPO中間支援組織設立準備会

	実施する時期
	2012年4月～2015年3月

	実施する地域
	東京を中心として全国

	事業の内容
	新しい時代における土木領域の拡がりを念頭に、「新しい公共」の担い手となる建設系NPOの活動の場づくりと育成、技術の向上を目指し、本格的な実践活動として以下の事業を行う。
1） 2014年度に建設系NPO中間支援組織を設立
2） 「新しい公共」が担う社会システムでの土木の活動領域の追求
3） 「新しい公共」が担うビジネスモデル（事業）の試行
4） 中間支援組織の広報と全国展開に向けたイベントの開催

	大まかな予算
	約800万円(準備会、協議会及び上記設立中間支援組織の全体予算)

	予算のうち補助を希望する金額
	合計　約400万円
（2012年度100万円、2013年度100万円、2014年度200万円）

	このアイディアの提案理由
	１．東日本大震災後の国・地域づくりや低酸素型社会のまちづくりにおいて、従来の土木が取り組んできた公共事業のあり方・仕組みではない「新しい公共」の枠組みとそれを推進する社会システムの構築が求められている。
２．建設系NPOはその「新しい公共」の担い手として重要な役割が期待されるが、現状のNPO活動では対応し切れないため、新しい社会システムの中で活動するための「連携と協働」が必要である。
３．新しい社会システムにおける土木の活動領域を創り上げるために、土木学会との連携・協働を前提にした建設系NPOのネットワーク化・組織化が必要で、その基盤として中間支援組織が必要である。
４．建設系NPOは、豊かな国づくりに向けた地域力、市民力の向上を促すことを使命としていることから、中間支援組織では、市民と協働する土木の原点に立脚した新たなビジネス領域の追求と事業展開、全国的な普及・啓発・広報活動が求められている。
５． 100周年では、新たな土木百年の計を示すことが期待されている中で、発想を変えて、多様な土木をボトムアップ型で構築したい。

	確認事項
	(1)土木の広い分野を横断するような事業ですか？
	建設系を広義にとらえ、かつ土木の広がりを促す事業です。

	
	(2)継続性のある事業ですか？
	中間支援組織として継続的な事業展開が可能です。



[image: ]
別紙－○

4. おわりに

本連絡協議会は２年間で中間支援組織を立ち上げることを使命としている。平成２４年度の最初の半年は協議会の活動を軌道に乗せることに重点を置き、後半は中間支援組織の基本を固めることに力を入れた。平成２５年度は、前半で中間支援組織としての形を確実なものとし、後半は具体的な組織の立ち上げ作業に入ることになる。

　本協議会を組織した目的の一つは、実際に活動しているNPOが中間支援組織を作る上で現場が抱えている問題を確認し、求める姿を明確にして組織に反映することにある。６月には総会が開催されるが、そこでは各分科会の成果発表とともに、活動現場の実態を踏まえた議論がなされることが望まれる。総会の後には中間支援組織に関する講演が専門家からなされる。実践を踏まえた有意義な話を期待している。

　建設分野のNPO活動は、多くの課題を抱えている。公共事業を中心とする行政依存の体質、新しい時代に合わない発注形態、また市民参加・市民協働によるまちづくりのベースになる市民主権の脆弱さなどの問題があり、一方ではNPOにおけるソーシャルビジネス化、新たな事業モデルの創出、行政、企業、大学、NPOなどの連携が求められている。事業試行分科会で実施されているプロジェクトでもこれらの問題が指摘されており、問題が十分分析され今後の活動に生かされることが求められる。

　総会が終わるとすぐに発起人会設立の準備が始まる。新たに生まれる発起人会は、新しい中間支援組織の組織・役員人事から定款作成・NPO登録まで具体的な作業を実施する。
設立に際しては、全会員一丸となって当たるとともに、学会に関わる行政、企業、大学など関係各位の絶大なる協力をお願いするものである。



5. 会員名簿　１）平成24年度 (仮称)建設系NPO連絡協議会会員名簿
	
	所属NPO法人
	氏名
	立場
	所轄庁
	協議会役職
	分科会

	1
	シビルサポートネットワーク
	辻田　満
	代表理事
	埼玉県
	幹事・分科会長
	事業試行

	2
	宮崎CALSネットワーク
	星野　隆幸
	理事長
	宮崎県
	
	新公共・中間

	3
	まちづくり支援センター
	為国　孝敏
	代表理事
	栃木県
	幹事・分科会長
	新しい公共

	4
	社会資本ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｺﾝｿｰｼｱﾑ
	皆川　勝
	代表理事
	千葉県
	幹事・分科会長
	地域・中間

	5
	高知社会基盤ｼｽﾃﾑ研究ｾﾝﾀｰ
	草柳　俊二
	理事長
	高知県
	
	中間支援

	6
	とうほくPPP・PFI協会
	川村　巌
	専務理事
	宮城県
	
	

	7
	茨城の暮らしと景観を考える会
	三上　靖彦
	代表理事
	茨城県
	幹事
	新しい公共

	8
	西日本建設技術ネット
	齋藤　雄三
	代表理事
	福岡市
	幹事
	新しい公共

	9
	経営支援NPOクラブ
	島津　洋二
	
	東京都
	
	H25.3.退会

	10
	リサイクル技術振興会
	下村嘉平衛
	理事長
	東京都
	
	新しい公共

	11
	あそ地下足袋倶楽部
	木村　達夫
	理事長
	東京都
	幹事
	中間支援

	12
	温故創新の会
	大野　博久
	理事・事務局長
	東京都
	
	

	13
	州都広島を実現する会
	野村　吉春
	事務局長
	広島県
	幹事
	新しい公共

	14
	社会基盤ﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究会
	有岡　正樹
	理事長
	東京都
	幹事・分科会長
	中間支援

	15
	シビルまちづくりステーション
	花村　義久
	理事長
	東京都
	副会長
	中間支援

	16
	橋守支援センター
	阿部允
	代表
	千葉市
	
	H24.6.退会

	17
	水環境創生クラブ
	松田　修司
	会員
	東京都
	
	H24.10.退会

	18
	全国街道交流会議
	古賀　方子
	専務理事
	福岡県
	
	

	19
	道普請人
	木村　亮
	理事長
	京都市
	
	新しい公共

	20
	日本水フォーラム
	木暮　陽一
	デイレクター
	東京都
	
	

	21
	美し国づくり研究会
	西山　英勝
	理事
	東京都
	
	新しい公共

	22
	地域インフラ研究会
	高橋　邦夫
	理事長
	新潟県
	
	中間支援

	23
	自然環境復元協会
	河口　秀樹
	事務局長
	東京都
	
	H25.3.退会

	24
	いきいき３５
	皆本　義典
	事務局長
	山口県
	
	中間支援

	25
	日本PFI・PPP協会
	植田　和男
	理事長
	東京都
	
	

	26
	関西ミニウイングス
	山下　正章
	事務局長
	大阪府
	幹事
	事業試行

	27
	水・環境ネット東北
	髙橋万里子
	専務理事
	宮城県
	幹事
	中間支援

	28
	人と道研究会
	霊山　智彦
	理事
	東京都
	
	

	29
	天竜川ゆめ会議
	福澤　浩
	代表理事
	長野県
	
	中間支援

	30
	風土工学デザイン研究所
	竹林　征三
	理事長
	東京都
	
	

	31
	汎房総地域づくり研究会
	高橋　章
	事務局長
	東京都
	
	

	32
	建設技術監査センター
	五艘　章
	理事長
	千葉市
	
	

	33
	オフィスTAPE
	堀江　清一
	理事長
	東京都
	
	

	34
	日本都市計画家協会
	土肥　英生
	事務局長
	東京都
	
	

	35
	電線のない街づくり支援ﾈｯﾄﾜｰｸ
	山岡　和彦
	東京事務局
	大阪府
	
	中間支援

	36
	国境なき技師団
	榊　豊和
	理事
	東京都
	
	


2) 平成25年度 (仮称)建設系NPO連絡協議会会員名簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,16,17,23は欠番
	
	所属NPO法人
	氏名
	立場
	所轄庁
	協議会役職
	分科会

	1
	シビルサポートネットワーク
	辻田　満
	代表理事
	埼玉県
	幹事・分科会長
	事業試行

	2
	宮崎CALSネットワーク
	星野　隆幸
	理事長
	宮崎県
	
	新公共・中間

	3
	まちづくり支援センター
	為国　孝敏
	代表理事
	栃木県
	幹事・分科会長
	新しい公共

	4
	社会資本ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｺﾝｿｰｼｱﾑ
	皆川　勝
	代表理事
	千葉県
	幹事・分科会長
	地域・中間

	5
	高知社会基盤ｼｽﾃﾑ研究ｾﾝﾀｰ
	草柳　俊二
	理事長
	高知県
	
	中間支援

	6
	とうほくPPP・PFI協会
	川村　巌
	専務理事
	宮城県
	
	

	7
	茨城の暮らしと景観を考える会
	三上　靖彦
	代表理事
	茨城県
	幹事
	新しい公共

	8
	西日本建設技術ネット
	齋藤　雄三
	代表理事
	福岡市
	幹事
	新しい公共

	10
	リサイクル技術振興会
	下村嘉平衛
	理事長
	東京都
	
	新しい公共

	11
	あそ地下足袋倶楽部
	木村　達夫
	理事長
	東京都
	幹事
	中間支援

	12
	温故創新の会
	大野　博久
	理事・事務局長
	東京都
	
	

	13
	州都広島を実現する会
	野村　吉春
	事務局長
	広島県
	幹事
	新しい公共

	14
	社会基盤ﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究会
	有岡　正樹
	理事長
	東京都
	幹事・分科会長
	中間支援

	15
	シビルまちづくりステーション
	花村　義久
	理事長
	東京都
	副会長
	中間支援

	18
	全国街道交流会議
	古賀　方子
	専務理事
	福岡県
	
	

	19
	道普請人
	木村　亮
	理事長
	京都市
	
	新しい公共

	20
	日本水フォーラム
	木暮　陽一
	デイレクター
	東京都
	
	

	21
	美し国づくり研究会
	西山　英勝
	理事
	東京都
	
	新しい公共

	22
	地域インフラ研究会
	高橋　邦夫
	理事長
	新潟県
	
	中間支援

	24
	いきいき３５
	皆本　義典
	事務局長
	山口県
	
	中間支援

	25
	日本PFI・PPP協会
	植田　和男
	理事長
	東京都
	
	

	26
	関西ミニウイングス
	山下　正章
	事務局長
	大阪府
	幹事
	事業試行

	27
	水・環境ネット東北
	髙橋万里子
	専務理事
	宮城県
	幹事
	中間支援

	28
	人と道研究会
	霊山　智彦
	理事
	東京都
	
	

	29
	天竜川ゆめ会議
	福澤　浩
	代表理事
	長野県
	
	中間支援

	30
	風土工学デザイン研究所
	竹林　征三
	理事長
	東京都
	
	

	31
	汎房総地域づくり研究会
	高橋　章
	事務局長
	東京都
	
	

	32
	建設技術監査センター
	五艘　章
	理事長
	千葉市
	
	

	33
	オフィスTAPE
	堀江　清一
	理事長
	東京都
	
	

	34
	日本都市計画家協会
	土肥　英生
	事務局長
	東京都
	
	

	35
	電線のない街づくり支援ﾈｯﾄﾜｰｸ
	山岡　和彦
	東京事務局
	大阪府
	
	中間支援

	36
	国境なき技師団
	榊　豊和
	理事
	東京都
	
	

	37
	森林資源活用バンク
	阿部宗太郎
	代表理事
	東京都
	
	

	38
	あらかわ学会
	三井　元子
	副理事長
	東京都
	
	



3) 
運営会議＆準備会メンバー名簿
	
	所属NPO法人
	氏名
	協議会役職
	所属分科会
	旅費支給

	
1
	シビルサポートネットワーク
	辻田　満
	幹事・分科会長
	事業試行
	×

	2
	まちづくりシエンセンター
	為国　孝敏
	幹事・分科会長
	新しい公共
	●

	3
	社会資本ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｺﾝｿｰｼｱﾑ
	皆川　勝
	幹事・分科会長
	地域連携・中間
	×

	4
	茨城の暮らしと景観を考える会
	三上　靖彦
	幹事
	新しい公共
	●

	5
	西日本建設技術ネット
	齋藤　雄三
	幹事
	新しい公共
	○

	6
	あそ地下足袋倶楽部
	木村　達夫
	幹事
	中間支援
	○

	7
	州都広島を実現する会
	野村　吉春
	幹事
	新しい公共
	○

	8
	社会基盤ﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究会
	有岡　正樹
	幹事・分科会長
	中間支援
	×

	9
	シビルまちづくりステーション
	花村　義久
	副会長
	中間支援
	×

	10
	関西ミニウイングス
	山下　正章
	幹事
	事業試行
	○

	11
	水・環境ネット東北
	髙橋万里子
	幹事
	中間支援
	○

	12
	人と道研究会
	霊山　智彦
	（準備会委員）
	
	×



連絡協議会事務局
	
	所属NPO法人
	氏名
	協議会役職
	所属分科会
	旅費支給

	
1
	内藤技術士事務所
	内藤　堅一
	事務局長
	中間支援
	×

	2
	オフィスパスタイム
	駒田　智久
	（準備会委員長）
	新しい公共
	×

	3
	シビルまちづくりステーション
	比奈地信雄
	（準備会委員）
	地域連携・中間
	×

	4
	建設技術研究所
	松本　健一
	（準備会委員）
	新しい公共
	×


旅費支給の項の●は準備会から支給、○は連絡協議会から支給、×は支給しない


4) 運営幹事会＆準備会メンバー名簿
	

	所属NPO法人
	氏名
	協議会役職
	所属分科会
	旅費支給

	
1
	シビルサポートネットワーク
	辻田　満
	幹事・分科会長
	事業試行
	×

	2
	まちづくりシエンセンター
	為国　孝敏
	幹事・分科会長
	新しい公共
	●

	3
	社会資本ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｺﾝｿｰｼｱﾑ
	皆川　勝
	幹事・分科会長
	地域連携・中間
	×

	4
	茨城の暮らしと景観を考える会
	三上　靖彦
	幹事
	新しい公共
	●

	5
	西日本建設技術ネット
	齋藤　雄三
	幹事
	新しい公共
	×

	6
	あそ地下足袋倶楽部
	木村　達夫
	幹事
	中間支援
	×

	7
	州都広島を実現する会
	野村　吉春
	幹事
	新しい公共
	×

	8
	社会基盤ﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究会
	有岡　正樹
	幹事・分科会長
	中間支援
	×

	9
	シビルまちづくりステーション
	花村　義久
	副会長
	中間支援
	×

	10
	関西ミニウイングス
	山下　正章
	幹事
	事業試行
	×

	11
	水・環境ネット東北
	髙橋万里子
	幹事
	中間支援
	×

	12
	人と道研究会
	霊山　智彦
	（準備会委員）
	
	×



連絡協議会事務局
	
	所属NPO法人
	氏名
	協議会役職
	所属分科会
	旅費支給

	
1
	内藤技術士事務所
	内藤　堅一
	事務局長
	中間支援
	×

	2
	オフィスパスタイム
	駒田　智久
	（準備会委員長）
	新しい公共
	×

	3
	シビルまちづくりステーション
	比奈地信雄
	（準備会委員）
	地域連携・中間
	×

	4
	建設技術研究所
	松本　健一
	（準備会委員）
	新しい公共
	×


旅費支給の項の●は準備会から支給、○は連絡協議会から支給、×は支給しない

　　運営会議メンバーの地方幹事は、運営幹事会に出席できるが、旅費は支給しない。
　　地方幹事は自費で参加するか、他の委員会等で上京する場合に併せて参加することになる。
　　地方幹事は、会議資料は事前に全てメール添付で送られるので、メールで意見を述べることができる。


5) 分科会メンバー名簿
中間支援組織分科会
	

	所属NPO法人
	氏名
	分科会の立場

	1
	社会基盤ﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究会
	有岡　正樹
	分科会長

	2
	社会資本ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｺﾝｿｰｼｱﾑ
	皆川　勝
	会員

	3
	あそ地下足袋倶楽部
	木村　達夫
	会員

	4
	シビルまちづくりステーション
	花村　義久
	会員

	5
	水・環境ネット東北
	髙橋万里子
	会員

	6
	内藤技術士事務所
	内藤　堅一
	会員

	7
	宮崎CALSネットワーク
	星野　隆幸
	メール会員

	8
	高知社会基盤ｼｽﾃﾑ研究ｾﾝﾀｰ
	草柳　俊二
	メール会員

	9
	地域インフラ研究会
	高橋　邦夫
	メール会員

	10
	天竜川ゆめ会議
	福澤　浩
	メール会員

	11
	電線のない街づくり支援ﾈｯﾄﾜｰｸ
	山岡　和彦
	メール会員



新しい公共分科会
	

	所属NPO法人
	氏名
	分科会の立場

	1
	まちづくりシエンセンター
	為国　孝敏
	分科会長

	2
	宮崎CALSネットワーク
	星野　隆幸
	会員

	3
	茨城の暮らしと景観を考える会
	三上　靖彦
	会員

	4
	西日本建設技術ネット
	齋藤　雄三
	会員

	5
	リサイクル技術振興会
	下村嘉平衛
	会員

	6
	州都広島を実現する会
	野村　吉春
	会員

	7
	道普請人
	木村　亮
	会員

	8
	美し国づくり研究会
	西山　英勝
	会員

	9
	オフィスパスタイム
	駒田　智久
	会員



事業試行分科会
	

	所属NPO法人
	氏名
	分科会の立場

	1
	シビルサポートネットワーク
	辻田　満
	分科会長

	2
	関西ミニウイングス
	山下　正章
	会員

	3
	シビルまちづくりステーション
	比奈地信雄
	会員

	4
	建設技術研究所
	松本　健一
	会員




6. 参考資料
1) 中間支援組織分科会報告

中間支援組織分科会検討結果報告書
（仮称）建設系NPO法人中間支援組織の概要

１．設立趣旨

２．中間支援組織の事業・活動内容
（１）事業・活動内容
（２）活動内容に係わるいくつかの視点
（３）３つの部門の活動方針

３． 参加会員と運営組織の想定
（１）組織表
（２）会員

４． 組織としての財務分析
（１）組織運営の前提
（２）会計勘定と収支試算（付属資料参照）
　　
５．地域活動・連携の考え方
（１）地域内でのNPO法人活動支援（東京「シビルNPO連絡会議」の例）
（２）地域間の連携支援

６． 事業化のビジネスモデル
（１）事業推進部門の考え方　
　（２）協議会として関わっている事業化活動の事例
　
７．中間支援組織のNPO法人化
（１）定款の概要
　　　（２）NPO法人としての行動基準等
（３）認定NPO法人資格取得に付いて
　　（４）NPO法人としての運営
　　
付属資料：中間支援組織収支概算想定表



中間支援組織分科会検討結果報告書
（仮称）建設系NPO法人中間支援組織の概要

１．設立趣旨
我々は今、様々な変化とそれに伴う課題の中にいる。少子高齢化と人口減少社会、地球温暖化と激しい気象変動、巨大地震の発生に伴う甚大な災害からの復興や新たな発生リスクへの備え、資源・エネルギーの安定確保、社会資本の急速かつ膨大な老朽化、等々である。
国づくり、地域・まちづくり、防災、環境保全等を担っている「土木」、ここでこの言葉はもっぱら豊かで安全・快適な市民社会の構築を目指す技術・学問としてのCivil Engineeringを原義とするものとして使うが、その土木の、これらの課題の解決に果たす役割は、直接・間接を含めて極めて大きい。
従来これらに係る公共サービスは専ら官・行政、しかも中央政府主導の役割とされてきていた。しかしながら、近年の社会情勢の変化はこのようなスキームの継続を許さず、地方への権限移譲と併せて、様々な課題に対応するためにハード・ソフト両面での果敢な変革が必要となっている。
この変革において多くの役割を果たすのが「民」の力である。既に平成17年の「日本２１世紀ビジョン」では「豊かな公・小さな官」が謳われているが、まさに「小さな官」のもとでの「豊かな公」を担保する「民」の力が必要である。民の力には「草の根の力」と「民間資金の力」がある。このような民の力の活用・展開は従来のスキームの変革、新たなパラダイムと考えてよい。
このような仕組みは「新しい公共」とも言われている。この「新しい公共」を支え、地域組織や住民を含む組織が双方向に連携・協働していく21世紀型パラダイムへと移行が求められ、今まさにその途上にあるといえるが、そのような新しい連携・協働の触媒的な役割を担うのが、特定非営利活動であり、それを主として担うNPO法人などサードセクターと呼ばれる組織である。
このNPO法人の活動も、福祉や教育のようなソーシャルケア面では多くの実績を積み、奏効しているが、翻って、我々「土木」の分野では目覚ましい活動展開とはなっていない。その原因は、従来の行政依存の社会通念や体質からの脱却が、彼我ともにできていないこと、また我々のサイドでも対応する新たな活動・事業モデルを見出し得ていない、即ち、この分野のNPO法人そのものの未成熟があったことによると考えられる。
そのような視点で土木学会の関連委員会で4年余にわたり議論して至った結論が、多くの未成熟で孤立的に活動して生きた関連NPO法人の連携・ネットワーク化の必要性であり、その具体策としての、この分野における中間支援組織の設立であった。その後さらに2年間、すでに活躍中の30余NPO法人による「(仮称)建設系NPO連絡協議会」で、その組織のあるべき論(ビジョン)と活動の具体論(ミッション)を協議して、いよいよ此処にこの中間支援組織を特定非営利活動(NPO)法人として立ち上げることにした。この中間支援組織では連携とネットワーク化を通じて、情報交換、政策提言、調査研究・事業化、人材開発等様々な活動の実現を目指すものである。
様々な社会変動の中で、我が日本、ひいては世界が十分な形で継続発展していくにあたってのしかるべき役割を、この中間支援組織が果たすことを念じている。



２．中間支援組織の事業・活動内容
（１）事業・活動内容
平成22年度「中間支援組織設立準備委員会」におけるブレーンストーミングを経て、計35の事業・業務内容を網羅した。これらを、大きく分けてサービス提供型（5機能）と有償の事業を推進するビジネス型（1機能）分類していたが、今回の協議会中間支援組織分科会で下記に示す3部門（①～③）、(ｲ)～(ﾁ)の8機能に再編し、次頁表‐１に示す計33項目の事業・業務内容に集約した。それぞれの項目の概要は表の右欄に補足説明として示すとおりである。
① サービス提供部門
(ｲ) 活動支援機能
　　　(ﾛ) 情報管理機能
　　　(ﾊ) 広報・提言機能
　　　(ﾆ) 教育・行事機能
　　② 地域活動・連携部門
　　　(ﾎ) 地域活動支援機能
　　　(ﾍ) 地域内連携機能
　　　(ﾄ) 地域間連携機能
　　③ 事業推進部門
　(ﾁ) 事業化推進機能
　(ﾘ) 事業化支援機能
　(ﾇ) 資金調達支援機能

（２）活動内容に係わるいくつかの視点
① ステークホルダー（活動対象）的視点
上記活動機能を、以下の３つのステークホルダーのカテゴリィに分けて関連付　　けた。
(ｲ) NPO法人にとって重要なもの
(ﾛ) 協働相手である行政、民間あるいは大学といった組織にとって重要なもの
(ﾊ) 土木学会や一般社会を通して、これからNPO法人活動に関わっていこうとする土木技術者個人が関心を示せるもの
それらが表－１に業務内容との関係で◎、○もしくは△で位置づけられているが、それらの関係を模式的に図示したものが、図－１である。登録NPO法人が直・間接的に中間支援組織を介して関係ステークホルダーと様々な連携を保っていくのが理解される。
　 







表－１　中間支援組織の業務活動内容総括表
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[image: ]図－１　建設系ＮＰＯ中間支援組織と他の組織等の関係
（平成24年度土木学会全国大会で小野会長講演）

② 活動段階的視点
立ち上げ時は、組織の定着、会員数や事業の具体化未熟、運営資金等の課題を内在
しており、その段階でやるべき機能を絞り込んだ。
(ｲ) 設立初期段階（概ね2~3年、NPO法人会員50～100法人を目標）
　 　(ﾛ) 成熟・本格的活動段階（見直し再編も検討）（NPO法人会員100法人以上を目標）

③ 費用負担的視点
　　　会員登録したNPO法人およびその他の会員が無償で受けられるサービスと、一部
担当者への報酬を含めた実費相当を支払い（有償）受けられるサービス・支援とに分
類した。ケースバイケースについては△とした。
(ｲ) 無償業務
　　 (ﾛ) 有償業務

（３）３つの部門の活動方針
① サービス提供部門
　　サービス提供部門の４つの機能につては、事務局がルーチンワークとして対応できる活動内容と、それなりの専門グループが係わる活動内容とに分けられるが、後者としては以下のような業務がそれに相当する。
　 (ｲ) 活動支援
　　　・ 法人組織再編／M&Aおよび法人解散関連支援
　　　・ 登録法人評価/認証／表彰制度
　 (ﾛ) 情報管理
　　　・ 学会委員会研究成果水平展開　
　　　・ 他の分野におけるNPO中間支援組織との連携
　(ﾊ) 広報・提言
　　　・ 関連法制度/政策情報の公表
　　　・ 関連政策および制度の提言／世論形成
　(ﾆ) 教育・行事
　　　・ NPO研修自主講座
　　　・ 若手技術者のインターンシップ
　　　・ 関係図書やハンドブック等書籍発刊

② 地域活動・連携部門
　　 (ｲ) 地域活動支援
　　　　・共通分野の全国レベルコーディネーション
　　　　・地域行事、社会貢献活動等の支援
(ﾛ) 地域内連携
　・地域中間支援組織的活動による共通課題解決
　　　　・地域ごとのNPO連携／情報交換
(ﾊ) 地域間連携
　　　・人材交流等、全国展開ネットワーク形成　
　　　・成功事例の水平展開
　地域会員にとって中間支援組織を通しての活動の視点はきわめて重要であるので、その具体的な考え方については５．で触れることにする。

③ 事業推進部門
　　表－1に掲載するすべてに係わる事業･業務内容が、それぞれの分野での専門グループが関与するものとなる。その中でも広い意味で中間支援組織が主体となって関与する以下のような事業活動は、後述のように組織運営の財務上きわめて重要となる。
　　 (ｲ) 事業化推進
　　　　・事業支援プラットフォームによる事業活動
　　　　・助成･公募事業への参画支援
　　　　・事業モデル提言/事業発掘/具体化を支援
(ﾛ) 事業参加支援
　・官学産および地域等からの協働事業相談対応
　　　　・事業活動に係わる学会委員会による連携支援
(ﾊ) 資金調達支援
　　　・開発目的別寄付の組成支援
　　　・寄付等によるNPOファンド検討・斡旋
これについては、そのビジネスモデルを含め６．で後述する。

３． 参加会員と運営組織の想定
（１）組織表
　　１．中間支援組織の活動内容に準じて、その組織構成（案）を図－２に示す通り想定した。
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図－２　中間支援組織の想定構成図（案）
（２）会員
① 会員の種別
会員は所属別に法人・団体会員と個人会員に分かれ、それぞれは組織および参加形
態等によって正会員、賛助会員及び特別会員の3種類に分別される。
(ｲ) 会員の所属別種分
　・NPO法人会員：NPO法人として登録された会員
　・行政機関：国および地方自治体の部署（機構等を含む）
　・企業等：企業及び企業団体組織
　・大学等：大学、高専等
　　　・各種団体：他分野のNPO法人や地域団体等を含めて任意の組織形態
　　　・個人：上記各種団体に所属する個人および一般市民、学生
(ﾛ) 会員の立場的種類
　　　・正会員 ：事業参画を含め表－１に示す活動内容のすべてに関与する。
　　　・賛助会員：本中間支援組織の趣旨に賛意を表し、資金的に支援する（NPO法人法改正で寄付として評価され、中間支援組織の認定NPO法人資格取得用件にも関係する）と共に、活動内容等に付いての報告を受ける。会費については1口当たりの金額を決め、加入口数単位をでクラス分けする（同一法人内で組織別等も有効）。
　　　・特別会員：行政及び大学等に準ずる組織で、事業連携や協働に係わる情報等にアプローチできると共に、中間支援組織としての具体的なアドバイスを受けることができる。
(ﾊ) 全体としての会員の種別
　　　上記(ｲ)、(ﾛ)の2つの類型を表－２のようにマトリックス化して、交差する部分を
会員の種別とし、例えば「NPO法人正会員」と称する。

② 会員別会費及び入会金等
上記会員の種別による入会金及び年会費については、平成22年度報告書における収支試算に用いた数字をベースに参考として、表－２に着色して示すとおりである（平成22年度報告書では定常のNPO法人年会費を、30,000／年としていたが、現計画では20,000／年に据え置いている）。

表－２　中間支援組織会員の種別とその会費及び入会金（参考）
（単位：円）
正会員
賛助会員
特別会員
NPO法人（単体）
20,000
(20,000）
10,000/口
( 0 ）
行政機関
0
( 0 ）
企業等
50,000
( 50,000 ）
50,000/口
( 0 ）
大学等
20,000
(20,000）
0
( 0 ）
各種団体
20,000
(　0　）
20,000/口
(　0　）
0
( 0 ）
一般
１0,000
( 0 ）
１0,000/口
( 0 ）
学生
5,000
( 0 ）
5,000/口
( 0 ）
種別
法人
・
団体
個人
(　　）内は入会金

③ 各会員の位置づけ
(ｲ) NPO法人会員
現時点では（仮称）建設系と称しているが、必ずしもそれにこだわるものではな
い。
(ﾛ) 行政機関特別会員
アンケート調査等を通じて、課題や成功事例等を情報化し、事業モデル化の検討な
どにに際して協力してもらうことを期待する。　
(ﾊ) 企業等法人会員
企業等法人会員については、正会員としての活動と、賛助会員としての資金的支援を期待する。
(ﾆ) 大学等特別法人会員
大学の組織としてのNPO法人の参画については、一般NPO法人会員と同様とする。
(ﾎ) 各種団体会員
　広義の第3セクターで地域住民組織などを含むが、公益性に応じて特別会員として取り扱う。
(ﾍ) 個人会員
NPO法人設立意志や個別のNPO法人事業への関心、学術・研究的連携の模索など様々な理由で参加される個人を想定している。土木学会会員、とくに学生・シニア会員優遇制度なども、今後の検討課題である。

４． 組織としての財務分析
（１）組織運営の前提
　① 設立年度と定常運営期の会員動向
　　　中間支援組織は、現在のNPO連絡協議会から2014年4月に独立し、NPO法人「＊＊＊」に移行する。当初3年間は組織確立準備期間として、前期図－2に示す中間支援組織構成図（案）に基づく組織運営の具体化、詳細化を図るとともに、NPO法人会員のほか各種会委員の増強を目指す。
　　　現時点での3年間の準備期間にける会員数増強推移の目標は、表－2に示した会員の種別毎に以下の表－3に示す通りである。

表－３　会員の推移
正・賛助
法人・個人
種　別
1年目
2年目
3年目
定常期
NPO法人
50
70
90
100
企業等
10
20
30
30
大学等
5
10
15
15
各種団体
5
10
15
30
一般
10
15
25
50
学生
10
15
20
50
70
110
150
175
20
30
40
100
90
140
190
275
NPO法人
10
15
15
15
法人
企業等
10
15
20
50
各種団体
5
10
10
10
個人
一般
5
10
10
10
120
190
245
360
法人
個人
正会員
（法人・人
数）
法人計
個人計
正会員系
賛助会員
（口数）
合計

これによると定常運営期には、NPO法人会員100法人に対し、その他の法人75法人および個人100人を含めて、表決権を持つ会員が275となり、正会員との重複や複数口数を除く賛助会員数を加えると、300もの会員を有する大きな組織となる。


② 会費および入会費
会員別会費及び入会金等については表－2に参考として示したとおりであるが、以
下の点等を今後詰めていく必要がある。
・NPO法人会員のうち、中間支援組織設立時までに協議会会員となっている法人については、その期間に応じで入会金を免除する（例えば1万円／年等）。
・後述の寄付優遇税制の適用条件である認定NPO法人資格の取得にあたっては、賛助会員100法人・人の条件を満たすための、正会員会費分割といった制度導入の検討も必要である。

　③ 役員等としての会員の貢献
　　　図－2の中間支援組織の予想成図（案）にも示したように、理事、部門長、各委員会部長、さらには地域ごとの支部長および各種担当・世話役等、組織運営に当たっては多くの役職担当者が求められる。とくにNPO法人会員を中心に過半の会員がその責務に関わることになるが、NPO法人のためのNPO法人という性格上多くは無償でそれぞれの役割に関与してもらうことが前提となる。そうすることが、自らのNPO法人活動に大きく寄与するはずだし、他の分野での活発に活動している中間支援組織において、そうした多くの実例を見ることができる。
　　　なお、役員については会議･委員会への出席に対し、例えば土木学会の規程等を参考に旅費を支給するとともに、些少の手当てを支給することを検討している。また、事業収入を伴う事業に関与する場合には、その貢献に相当する報酬を支給するものとする。これらの詳細については、中間支援組織設立後に策定予定の内規による。
　　
④ 事務所及び事務職員等
(1) 事務所の設置
中間支援組織設立にあたって、設立総会を経て役員選出、各種手続き、審査、登録・登記等、さらには後述のNPO法人自身の運営に関する内規作成や事務所立ち上げ等、様々な設立に当たっての準備作業が必要となる。その後、5~10坪（最低、事務机2、小打合せテーブル1卓として5~10坪 →用水光熱費を込みで10万円／月以下）の事務所を都内に開設する。
それまでの約半年に付いては、土木学会会議室や関係役員の打合せ室等を使用して初動業務を行う。
　　(ﾛ) 事務員
　　　上記事務所設置と同時に常勤事務員（有償）一人を配置し、2年目以降非常勤の事務局長（有償）を配置する計画とした。


（２）会計勘定と収支試算（付属資料参照）
　　会計的には、資本収支勘定と経常収支勘定とに分けて収支管理を行うことを前提にしており、以下の説明は、付属資料に示す収支計算表に基づいている。
① 前提
(ｲ) 22年度報告書における収支試算に当たっては、量的・質的に土木学会との協力・支援が大きな前提となってたが、本計画では土木学会に設置される（仮称）NPO法人活動支援小委員会（例として現中間支援組織設立準備会を存続）を経由しての支援（例えば会議室無償使用等）のみとした。
　　(ﾛ) NPO中間支援組織は、傘下のNPO法人が行う「新しい公共」に関する事業などの遂行に当たって、官と民、あるいは民と民の触媒機能であるといわれている。したがって財務的にNPO法人会員会費に頼る部分も多く、とくに事業収入が多くは望めない立ち上がり時の財政状況が厳しい。このため、組織運営の収支試算においても、企業等からの法人会費、賛助金、寄付金といったCSR的支援と会員（とくに役員）の個人のボランティア的支援・協力などが、大きな前提となる。

② 資本収支の算定
中間支援組織のハード、ソフト両面での資産となるもので、前者は不動産、家具・備品等、後者はITシステムや特許等知的財産など、投資的な収支に関わる勘定を指す。これに充当する資金としては、会員入会金、寄付金が充当されるが、このうち入会金は定常段階での入会は多くないと想定されることから、寄付金が主体となる。入会金が多く見込める立ち上げ段階で準備金を計上し、それらを本格的活動のソフト・ハード資産の増強に充当することになる。

③ 経常収入（毎年決算収入）の算定
収入の主体は、会費収入と事業収入に分かれる。
(ｲ) 会費収入
これまでに述べてきた、会員お種別と会費および会員数の推移等をベースに試算した。
 (ﾛ) 事業収入
　収入は、有償サービス提供収入と事業化推進/支援事業収入とに分けられる。（付属資料に計上された項目ごとの概算に付いては、22年度報告書で算定したものに準じている）
　・有償サービス提供収入
　　表－1中間支援組織の業務活動内容総括表に示したカテゴリー「費用負担」において、サービス提供部門および地域連携部門で有償と記された部分に相当する収入を想定している。
　・事業化推進/支援事業収入
　　1) 事業化推進収入：中間支援組織が事業を受託し、その実務は傘下のNPO法人会員に依頼するが、プロジェクトマネジメントフィーとして20％を自らの報酬とする。
　　2) 事業参加支援：中間支援組織に照会のあった事業を傘下の会員NPO法人が受託できるように協力、支援する報酬として事業費の10％とした。
　　3) 資金調達支援：現協議会会員に対する参加公募の段階で依頼したアンケートによると、多くが資金調達を課題としてあげていた。現時点では具体化していないので付属資料の経常収支勘定では、未定とした。
 (ﾊ) 経常収入想定の課題
以上に基づく定常状態の収入は、会費収入が810万円、事業収入が380万円で
計1,190万円規模となるが、このうち定常収入の75％がNPO法人以外の会費で賄われる点と、事業収入のうち200万円（約50％）を具体的な事業関与（1,500万円）が必要である点が本中間支援組織計画の諸刃となる。

④ 経常支出
支出の主体は、管理支出と事業支出とに分かれる。
(ｲ) 管理支出
　　上記の(1)組織運営の前提で述べた、事務所設置、事務職員給与および役員手当て等に付いて算定した。それ以外に通信・IT費および印刷費を計上している。
(ﾛ) 事業支出
・有償サービス提供支出
そのサービス提供に必要な実費及びその実務担当者に対する手当てとしての報酬を、その収入の50％として算出した。
・事業化推進/支援事業支出
上記事業化推進/支援事業支出で計上された中間支援組織への納入額の50％を、その実務の実費及び担当者への手当てとして支出計上した。
(ﾊ) その他の支出
・地域活動費：とくに地域間連携や地域行事への支援など、地域NPO法人活性化のための費用として、全支出の約13％（150万円）を計上した。
　 ・その他：行事等に伴う学会負担金等
(ﾆ) 経常支出想定の課題（事業費50％ルール）
NPO法関連指導事項として、「NPO法人会計の総支出のうち事業費が50％以上であること」との但し書きがある。今回の試算表では1,126万円の支出のうち事業費が占める割合は約30％と、これを満たさないが、事業収入のうち中間支援組織受託分はそれを全額事業費として計上できるのでほぼ達成できる。自らの受託事業獲得が支出面でも課題となる。

⑤ 結論
NPO法人事業は、通常の企業法人活動とは異なり、社会貢献的な要素も大きく事業収入を伴わない支出の比率が多いことは避けられない。また、年間予算を決め事業活動を展開するとしても、試行錯誤も多く大きな差異(多くはマイナス的な)が出ることになる。土木分野の活性化を目指しての社会貢献は、土木技術者組織である土木学会の社会貢献の一角を担うとの視点で、その支援は有意なものとなろう。


５．地域活動・連携の考え方
　地域活動・連携支援機能には、２．（３）②でも述べたように(ｲ)地域活動支援、(ﾛ)地域内連携、および(ﾊ)地域間連携の3つが考えられる。このうち(ｲ)、(ロ)はそれぞれの地域での、その地域にあった自主的な活動を側面から支援していくものであり、(ﾊ)については中間支援組織が中心となって地域間の連携、ネットワーク化を図るものである。ここではこの2つの切り口でその考え方を述べておきたい。

（１）地域内でのNPO法人活動支援（東京「シビルNPO連絡会議」の例）
この3つの機能のうち、ここでは東京において、すでに4年間にわたって11の土木系NPO法人が行っている連携活動を、「シビルNPO連絡会議」の地域活動推進および地域内連携の2つの支援に関わるミッションについて参考に上げておきたい。
1 地域活動推進支援
(ｲ) NPOの活性化、育成
　　　・シビル関連NPOの活性化をはかる。
　　・シビル関連NPOの設立、運営支援を行う。	
(ﾛ) NPO法人の活動環境の改善、社会・行政に対する提言
　　　・NPO発展のための環境整備、社会や行政に対する働きかけ
　　　・新しい公共の創出、行政のアウトソーシングの促進
・公共事業等に関し、社会、行政に対する評価、提言
シビルエンジニアに対する社会貢献の啓蒙、機会創出
　　　・シビルフォーラムを開催する。
　　　・NPO活動への参加キッカケづくり（団体紹介）を行う。
・ベテランエンジニアの社会参加を促す。

2 地域内連携支援
(ｲ) 会員の相互協力
　　　・共通の問題を取り上げ、協力して問題解決に努める。
・個別の問題でも、相互扶助の立場から協力する。
・NPO運営に関する情報交換、共同研究、体制作りなどを推進する。
(ﾛ) シビルエンジニアの地域社会での活動支援
　　　・市民事業、コミュニティビジネスの起業を促す。
　　　・自治体行政との協働を促す。
　　　・地域コミュニティ・市民活動への参加を促す。
　　・地域産業経済、教育文化振興、福祉促進活動への参加を促す

（２）地域間の連携支援
「シビルNPO連絡会議」は現在の連携組織を発展的に解消して東京（関東）地域の支部組織とすることを検討中で、地域の連携を促進する上で一つの例としてそれを支援し、全国の地域連携のあり方に反映させたい。他の地域でもすでに緩い連携関係が展開されている地域もある。それを一つの核に支部が出来ることはきわめて有用で、以下に述べるような地域間の連携支援をバックアップすることになる。
　(ｲ) 人材交流等、全国展開ネットワーク形成　
(ﾛ) 成功例等を中心としたNPO事業例の水平展開
(ﾊ) 特別テーマの合同調査検討
(ﾆ) フォーラム、シンポジウム等地域行事支援

６． 事業化のビジネスモデル
これまでも述べてきたように、中間支援組織は①サービス提供部門、②地域活動・連携部門、および③事業推進部門の３部門をもち、それぞれNPO法人としての事業収入及び支出を前提に活動が展開される。このうち①、②についてはこれまで触れてきたので、ここでは③事業推進部門の考え方を述べるとともに、①、②を含めてこれまで試行的に関与してきた事業事例に付いて記しておきたい。

（１）事業推進部門の考え方　
　① 事業化推進機能
2.4(2)会計勘定と収支試算でも述べたように、事業化推進/支援事業収入のうち中間支援組織が受託し、その実務を会員NPO法人に再委託することは、組織の財政運営的観点およびNPO法人としての事業支出比率ルール上も、きわめて重要であり、現在連絡協議会としてのビジネスモデル化が事業試行分科会で検討されている。その分科会で提示された図－3に示す事業プラットフォームはその一例である。
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図－３　事業プラットフォーム（事業試行分科会）
なお、22年度報告書では、中間支援組織として関与、支援できる分野として、以下のような例を上げて考察を加えているが、それらも主な事業プラットフォームもしくは事業プロジェクトとなりうる。（詳細は報告書参照）
・ 指定管理者制度
・ 新しい公共支援事業
・ 第６次産業
　　 ・ まちづくり交付金
　　 ・ 自治体とNPOとの協働事業
　 ・ CSRの切り口での企業との協働　

② 事業化支援機能
事業推進部門で情報収集したり、あるいは外部から持ち込まれたりする事業情報を
評価して、全会員もしくは特定分野の会員（例えばA事業プラットフォームメンバー会員）に展開され、中間支援組織としてはそれらが会員NPO法人の事業として結実するように支援を行う。
中間支援組織は土木学会が支援する組織としての客観性、中立性、信頼性の担保という視点がある。一方、土木学会にとってはNPO法人活動を通しての社会貢献の機会や、それらの活動から受ける技術者としての社会的評価等などは、NPO活動の活性化が土木学会会員に寄与する面であろう。Win-Win関係が期待できる。

（２）協議会として関わっている事業化活動の事例
　① サービス提供部門
　　　・各種情報の水平展開（協議会事務局）
　　　・会員NPO法人主催の海外PPP/PFIシンポジウム後援（土木学会講堂無償使用）
・土木学会インフラメンテナンス・タスクフォース（NPOの役割アピール）
　　　・土木学会委員会活動「災害対応マネジメント研究会」に参加（25年度～）
　　　・土木学会100周年記念事業としての出版計画（「新しい公共」とNPO）
　② 地域活動連携部門
　　　・第6回「雨水全国ネットワークフォーラム」支援（2013.08.24～25、岩手）
　　
　③ 事業推進部門
　　　・事業試行分科会活動
　　　1) 橋の長寿命化促進事業支援プロジェクト
2) 古都の無電柱化推進事業
3) 地方自治体における公共インフラ等の再編マネージメントの構築
4) がれき処理「Green Hill構想」を適用したCapacity Building施策展開
　　　・事業情報紹介（日経ビジネス担当者より中国開発事業アドバイザリー業務情報）
　　　
７．中間支援組織のNPO法人化
（１）定款の概要
　　定款のうち、目的および事業の種類については１．設立趣旨を反映して、以下の通りとする。
（名　称）
第１条　この法人は、特定非営利活動法人（仮称）建設系NPO中間支援組織という。
　 　　 ２　この法人の英文名は＊＊＊＊＊＊＊＊とする。
（事務所）
第２条　この法人は、主たる事務所を東京都新宿区西新宿二丁目××番××号　△△ビル２階２１５号室に置く。
（目　的）【設立趣旨のうちビジョンに係わる部分】
　第３条  この法人は、国民生活や国土保全、さらには環境、防災にといった国土形成のための社会基盤に関する社会変革が時代の趨勢であることに鑑み、その一翼を担う民間非営利セクターをネットワーク化して民間非営利活動の基盤強化をはかり、「新しい公共」市民社会づくりの共同責任者として行政、企業や教育・研究機関、そして住民を含む地域組織との新しいパートナーシップ確立を図ることを目的とする。
（特定非営利活動の種類）
第４条　この法人は前条の目的を達成するため、主として特定非営利活動促進法（以下「法」という）別表（第二条関係）に掲げる特定非営利活動を行う団体の運営または活動に関する連絡、助言または援助の活動を行う。【一～二十の全活動のいずれかを行う”の意】
（事業の種類）【設立趣旨のうちミッションに係わる部分】
第５条　この法人は、第３条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、次の事業を行う。
(1) 関係する特定非営利活動法人の運営・活動に関する各種支援
(2) 各分野、各地域の民間非営利活動、または企業および政府・地方公共団体における
民間非営利組織への支援活動等に関する、国内外の情報の収集およびその公開発信
(3) 民間非営利活動関連分野における調査研究、成果の広報、およびそれに基づく政策提言・提案とその実現のための事業化等に関わる連携・協働支援
(4) 各分野、各地域の民間非営利活動の関係者および民間非営利活動に関わる企業や政府・地方公共団体、さらには大学・研究機関等の関係者との交流とそれらに対する研修
(5) 各地域の民間非営利活動推進のコーディネーションと国内外の民間非営利組織とのネットワークの推進
(6) その他第３条の目的を達成するために必要な事項
その他、会員、役員、会議等については別紙「設立企画書」にその概要を記載する。

（２）NPO法人としての行動基準等
　  以下について、発起人会もしくはNPO法人設立準備委員会等で協議し文書化、設立総会での賛意を得て基準化する。
　①NPO法人「建設系NPO中間支援組織」として規程等
　　・基本認識
　　・行動指針
　　・倫理規定
　　・（個人）情報管理規程
　②会員としての資格等
・中間支援組織会NPO法人会員としての要件等
　　・その定期的モニタリング →資格認定制度

（３）認定NPO法人資格取得に付いて
　　NPO法人としての公益性を重視しての資格制度として「認定NPO法人」はこれまでもあったものの、資格要件が厳しくて全NPO法人数の1％にも満たなかったが、24年の法改正でそれが緩和され取得しやすくなった（それでもPST：パブリック・サポート・テストとして、3,000円以上の寄付納入者が100人以上といった条件があり、取得は容易ではない）。
　一方、本資格を取得することによって、そのNPO法人に寄付した個人、法人、相続人等が税の優遇制度を受けられるため、寄付が集めやすくなったという資金調達面でのメリットのほかに、広く情報を公開し一般から支持を受けた組織運営の適正な法人としての信用力等、NPO法人活動をするに当たり事業参画の機会が増える。
中間支援組織としてのNPO法人がそうした資格を有することにより、関連NPO法人の活動基盤が活性化し底上げを図れるとともに、単独のNPOでは参画できないような大きな事業を認定NPO法人資格を有する中間支援組織が受託し、その事業にいくつかの個別NPO法人を組織化して対応するといったwin-win関係を創出することもでき、活動の範囲を広げることに役立つ。ただ、そうした事業の展開が共益事業と判断される場合、資格取得やその継続が難しいケースも考えられる。
その申請有無の判断はNPO法人立ち上げ後、少なくとも2年の運営実績が要件として求められるために、認定資格に必要な様々な条件を満たすような運営管理水準の確立とその運用が求められることになる（そのこと自体は認定取得の有無に関わらず重要な点はある）。

（４）NPO法人としての運営
　　上記(3)認定NPO法人資格取得に付いて述べたように、認定NPO法人資格取得申請の有無に関わらず、適正な運営管理水準の確立とその運用が求められることは言を待たない。これについても、、発起人会もしくはNPO法人設立準備委員会等で協議し文書化、設立総会での賛意を得て基準化するので、ここではその概要について触れておくに留める。
① NPO法人としての運営内規
　　以下のような事象の内規化を検討する。
　　(ｲ) 総則
　　　　・事務局規程
　(ﾛ) 就業者規程
　　　・就業規則
　　　・人件費および謝金支給規程
　　　・アルバイト雇用およびボランティア連携規程
　　　・通勤交通費規程
　　　・旅費規程
　(ﾊ) 財務・会計規程
　　　　・会計規程
　　　・寄付金等取扱い規程
・資金運用規程
　(ﾆ) その他
　　・慶弔規程
・研究講師登録･派遣規程等

3  NPO法人事務業務内容（略）


付属資料：中間支援組織収支概算想定表





[image: ]





































[image: ]





































[image: ]


































2) 事業試行分科会資料
試行事業提案書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出日　平成２４年８月２２日
	事業名称
	橋の長寿命化促進事業支援プロジェクト

	提案者
（所属団体）
	（代表理事　　辻田　満
(NPO法人 シビルサポートネットワーク)


　　　　　　 
	1． 提案主旨（背景・目的）
１）背景
(1)土木構造物の老朽化の進行
高度成長期(1950～75年）に建設された土木構造物が、40～50年経過した。このため更新期を迎える構造物が、2020年頃から急増し始める。これに対し、何も対策を講じない場合には、構造物の老朽化が進行し「荒廃する日本」の到来が予想される。例えば、穴があいたままの舗装道路が至る所で見られたり、落橋事故が相次ぐことが危惧される。
(2)長寿命化対策
対策として、国土交通省では、橋梁を対象として、長寿命化修繕計画策定事業費補助制度を施行している。すなわち、長寿命化修繕計画（以下、計画）を策定した自治体には補助を行うというものである。これを受けて、財政力や技術力のある自治体では、計画立案に取り組んでいる。しかし、中小の自治体の中には、全く手を付けていないところも多い。
(3)財政問題
少子高齢化社会の到来を受けて社会保障費が増大を続け、国及び自治体の財政は逼迫している。このため、構造物の修繕に投資する資金が大幅に不足することが予想されている。
２）目的
(1)橋の長寿命化修繕計画（以下、計画）の策定支援
計画策定には、豊富な経験と高度な知識が必要である。しかし、中小の自治体では、土木系職員が不足しているため対応が難しい。このような自治体に対して「橋の長寿命化促進事業支援プロジェクト（以下、本プロジェクト）」では、計画策定の支援を行う。
(2)財政的課題対策支援
長寿命化修繕事業を実施するためには、多額の資金が必要となる。しかし、財政が逼迫している国及び自治体では資金の確保が難しい。この対策として、本プロジェクトでは、民間の活力や資金及び、経営ノウハウを活用するＰＰＰ（Public Private Partnership：公民連携）の導入を検討する。

２．試行事業の内容
１）計画策定に関する支援
計画全体の流れ及び各段階における実施内容の情報提供を行う。具体的には下記の通りとする。
①橋梁の種類や部材名，②点検項目と内容，③健全度の評価手法，④劣化予測の手法，
⑤補修シナリオの決定，⑥ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）の算定，⑦予算計画立案
なお、橋梁の点検については、実際の橋梁を教材にして実演や実習を行う。
２）ＰＰＰに関する検討
(1)ＰＰＰには、ＰＦＩ(Private Finance Initiative)があり、ほとんどのＰＰＰ手法をカバーする。そのＰＦＩの中には①指定管理者制度，②コンセッション方式，③アウトソーシング等がある。それぞれの仕組みや特徴について調査し、その導入について、いずれの方式が適切かを検討する。
例えば上記のうちの①指定管理者制度は、既に学校・病院・文化施設等の建物施設の管理に関して多くの実績があるが、橋梁等の土木構造物については、実績がない。その理由や対策を検討する。



３．試行事業の成果の可能性
試行事業を実施するためには、下記の人材が必要である。
①橋の長寿命化計画をよく理解し、自治体の職員に説明が出来る人材。
②ＰＦＩをよく理解し、自治体の職員に説明ができ、かつ導入に当たって課題を解決出来る人材。
これらについては、建設系ＮＰＯ連携協議会（以下、協議会）には、豊富な知識を有し、実績を十分に積み、プレゼンテーション能力に長けた人材を確保している。
①については、計画の立案、点検調査の実施、ＬＣＣの算定、予算措置及び予算の平準化等に対応することが出来る人材がそろっている。
②については、ＰＦＩの専門家や実施経験者等の人材が確保されている。
ＰＦＩの導入に当たっては、まず課題を抽出し、その解決策を検討しなければならない。これらの課題解決については、協議会内に多くの専門組織や専門家を保有しており、対策の検討が可能である。その結果、彼らの支援によって、ＰＦＩのスキームを構築し、試行事業を行うことが充分期待できる。

４．プロジェクト立ち上げの意義（注釈＊）
　１）ＰＦＩ導入の課題解決策
土木構造物関係のインフラ（道路・橋梁等）にＰＦＩの導入が進まない主な理由は、次のような課題があり、未解決であるからである。
①自治体職員が、国などが示すＰＦＩガイドラインを充分に理解していないこと。
②自治体内部でのＰＦＩに関するノウハウの蓄積がないこと。
③ＰＦＩ導入時の官民リスク分担が明確化されていないこと。
④ＰＦＩ導入によるValue For Money（以下、ＶＦＭ）を確保するシナリオが想定しにくいこと。
これらの課題を解決するためには、プロジェクトを立ち上げ、検討する必要がある。協議会には豊富な人材を保有しており、充分対応が可能である。
２）学協会との連携
協議会は自治体にたいして、さまざまなサポートを行う。その内容は、橋梁の点検調査から始まり、修繕計画立案及び、予算計画や資金の確保までの広範囲に及ぶ。
特に上記課題の④については、地域のＮＰＯとの協働を基本とする橋梁の維持管理制度の構築も視野に入れて検討を行う。このため多くのＮＰＯとの連携が必要となる。
また、点検調査や補修設計及び工事を一括して行いコストダウンを図ったり、橋梁の重要度や災害危険度（被災時の危険度）によって着手優先順位を決め、資金の有効活用を図る。
このようにVFMを確保するための方策を多方面にわたって模索し、検討する。
VFMは、Cash Flowを計算し、内部収益率を算出して評価するが、このためには民間型の企業会計システムを導入する必要がある。
このように広範囲な分野に及ぶ人材を確保出来るのは、土木学会以外にないと言って過言ではない。当協議会は土木学会に属する組織であるため、緊密に連携し、効率化を図ることが出来る。
３）波及効果
本試行事業が成功すれば、技術力不足及び財政的課題に悩む自治体にとって、有効な先進事例となる。さらに、橋梁に留まらず本ビジネスモデルは他の社会資本施設の長寿命化対策へ展開することが可能となり、今後大きな市場拡大が期待できる。

注釈＊：ご提案して頂いた事業がプラットホームに乗せるべきプロジェクト性がどこにあるのかを簡潔に説明して
下さい。例えば他のNPO或いは大学と協働することによって相乗効果が期待できる。また、土木学会とし
ての産官学のネットワークを活かしたビジネスモデルの構築が図れるなど具体的に記述してください。


※：用紙が足りない場合は追加して記述してください。


注：本個人情報は個人情報保護法の下に管理し、本対象事業以外に活用することはありません。

試行事業提案書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出日　平成２４年　８月２８日
	事業名称
	　古都の無電柱化推進事業

	提案者
（所属団体）
	井上　利一
（電線のない街づくり支援ネットワーク）



	1． 提案主旨（背景・目的）

　市街地の無電柱化は、良好な景観形成や安全安心という面から事業が推進されております。国所管の幹線道路では数次にわたる計画により着実に推進されているものの、地方においては予算措置などの理由から遅々として進まないのが現状です。
また、我が国は観光立国を掲げ海外観光客の誘致に努めておりますが、京都や奈良の文化遺産や古い街並みの周りには電柱が乱立し電線が縦横に張り巡らされているのが現状です。
無電柱の街で生まれ育った海外の観光客からすると、日本人の美意識はどうなっているのか理解に苦しむようです。
このような状況にあって、某外国ファンドから「古都の特定地域を無電柱化することで観光資源の価値向上を図ることに投資したいので、具体的スキームを考えてほしい」との申し出がありました。
いわゆるインフラファンドの申し出であり、新しい公共のフィールドを提供できると考えます。

2． 試行事業の内容

　①例えば京都の八坂神社、円山公園周辺の一定区画を無電柱推進地区に指定し、この区域内の無電柱化を行う。
　②工事資金はインフラファンドが拠出する。
　③契約形態はＰＦＩと同様のスキームとする。
　④京都市はインフラファンドとの契約に従い、契約した金額を契約期間対価として支払う。
　⑤財源は総合交付金などが対象となる。
　⑥京都市は事業費の集中投下を防げるし、観光都市に相応しい景観を早期に確保できる。
　⑦観光客が増え観光収入が増加すれば、税収増が見込める。
　⑧事業化に当たってはＮＰＯが主体となり、運営資金はインフラファンドが負担する。
　






	3． 試行事業の成果の可能性

　①提案スキームはＰＦＩで行われている手法であり、実現性は高いと考えます。
②問題点は、自治体（市民）が無電柱化に対しどれだけの価値を見出すかで、当然議会承認等も必要と考えられますので、ここが最大のハードルになると思われます。
　③対象地域をどこに設定するかが事業のポイントであり、京都市内で対象地域を検討中です。

4． プロジェクト立ち上げの意義（注釈＊）

　①当ＮＰＯは無電柱化についてのノウハウは保有しているものの、ＰＦＩなどのノウハウは
保有しておりませんので、専門メンバーが加わることで相乗効果が生まれます。
　②いわゆる「新しい公共」そのものであり、格好のフィールドが提供されます。
　③自治体や市民に無電柱化の浸透や意識改革を図るためには、景観に造詣の深い研究者やコンサルタンツ、また実際に無電柱化を進めた自治体関係者の発言が不可欠であり、セミナーなどを土木学会で開催することで、この分野の活動活性化にも繋がります。
　④インフラファンド適用の事例として、今後のインフラ整備の一つの方向性を示すことが出来ます。

注釈＊：ご提案して頂いた事業がプラットホームに乗せるべきプロジェクト性がどこにあるのかを簡潔に説明して
下さい。例えば他のNPO或いは大学と協働することによって相乗効果が期待できる。また、土木学会とし
ての産官学のネットワークを活かしたビジネスモデルの構築が図れるなど具体的に記述してください。


※：用紙が足りない場合は追加して記述してください。


注：本個人情報は個人情報保護法の下に管理し、本対象事業以外に活用することはありません。


試行事業提案書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出日　平成２４年８月２８日
	事業名称
	　地方自治体における公共インフラ等の
再編マネジメントの構築

	提案者
（所属団体）
	　NPO法人　西日本建設技術ネット



	1． 提案主旨（背景・目的）
高度経済成長期に地方自治体で建設された公共インフラや公共施設等の社会基盤の多くは、今後老朽化が進み、大規模な補修・補強、更新、または、再編・縮小が必要となる見込みである。公共インフラや施設の状態、規模・配置などにおいて、その利用者のバランスが現在あるいは将来適切でなくなる場合、少子高齢化と財政難により自治体の財政を圧迫するだけでなく、住民への安全と利便性（サービス）の質が大幅に低下することが懸念される。
今後多くの自治体ではインフラや施設等の社会基盤を更新または廃止や民営化を含め、選択と集中により再編する方針を決定し、実施計画を立てて確実に実行していく必要がある。
その際、優先順位などの再編方針と実施計画を推進するにあたって、正確でありかつ公平、公正で客観的なデータに基づいた現状分析から課題と問題点を提示し、地域住民の参画も視野に入れながら理解を求めて、専門技術を保有する法人等が主導する形で、中立的な第三者として技術的問題を解決する支援システムを構築することも、その解決策の１つと考える。
２．試行事業の内容
自治体が管理する社会基盤の更新または民営化や廃止を含め再編方針を決定していく次の各プロセスに、共働の形で参加し、第三者の技術専門家として主導的立場で助言や支援も行う。
１）現状把握（自治体から提供される資料または調査実施による）
他の自治体との現状比較（以下の指標例）
老朽化度と住民１人あたり、面積あたりのインフラ、公共施設の指標の比較
人口１人あたりの公共施設の利用実態、コスト　統廃合した場合の支障
２）課題・問題点
　　　　　維持管理・運営費用と更新費用等から見た将来の採算性の検討
　　　　　将来負担することになる費用の予測と財源の確保
　　　　　住民・利用者からの要望・意見等集約、説明・合意形成
３）方策・対案の検討　（方策・対案例）
補修・補強、延命化の実施
更新の場合の計画（長寿命化、用途の複合化, S.I,　）
複数施設の統合、他の施設からの転用・併用の可否
他の自治体との共用　　民間との共用あるいは委託
使用停止、廃止
４）実施の監理、監査　　
５）関係者等：　地方自治体の各施設の運営主体、地域住民・利用者、
　　　　　　　　その他第三者としての学識経験者（地方行財政）等
６）実施の体制：第三者委員会の設置、運営による

	３．試行事業の成果の可能性
土木・建築施設等の老朽化の状況、運用実態、コスト・採算などの情報提供に基づき、民間の考え方の導入により論理的に説明できる。よって従来自治体当事者だけでは実施が困難であった、議会および住民・利用者への説明・合意形成が、第三者の技術専門家の積極的な働きかけや、適切な助言と有効な支援により客観的に進められ、全体的最適化を図ることを可能にする。勿論、これらの事業の実施監理、監査も適正に行うことで一貫した事業とする。

4． プロジェクト立ち上げの意義（注釈＊）
　今後、1970年代の高度経済成長期に建設された多くのインフラが、建設後50年を越えて更新時期を迎える2020年～2030年代以降には、より深刻な状態が始まると予測されている。
全国に数多くの地方自治体があり、それぞれの財政事情を抱えている。今後従来どおりの維持・運営をしていくことが困難になる施設も非常に多く存在していると見られる。これらを共通の比較要素、指標や評価基準に基づく将来見通しを、住民や利用者等と一緒に考えたり、理解・納得への要望に応じた説明を行った上で、確実に実行することが求められる。
これまで作ることと保全することに一辺倒であった建設事業は、人口減少と経済縮小の時代に入り、これら公共インフラ等の再編（リストラ）により、効率的に既存のインフラを活用する方法と、また事業のリストラを軟着陸させるためのマネジメント（PDCA）へ企画、運営から実施の監理、監査まで継続して参加することで、事業の実施ノウハウを蓄積して、ビジネスモデルを構築していくことができる。
加えて、公共物の出資者である住民（利用者）の建設事業への認識も高まることが期待される。
そのために、地方行財政学、地域計画、土木工学・建築学等の学識経験者、他のNPO等の組織に加え、関心を示す住民（利用者）との協（共）働が必要で、業際、学際的なネットワークによる、ニューパブリックマネジメント体制を構築することが重要である。　

　　　参考　表：LCC（ライフサイクルコスト）型とNPM（ニューパブリックマネジメント）型
アセットマネジメントの特徴
	
	LCC型
	　　NPM型

	直接的な動機
	　投資費用の不足

	到達すべき目的
	LCC最小化
	価値とコストの差の極大化

	アカウンタビリティ
	維持管理計画の合理性
	投資計画の合理性

	説明手法
	LCC評価
	施策・事業評価

	制約条件
	サービス水準の確保
	政策目標の達成

	　

予想される波及効果



	・（長期的に見て）維持管理費用の節減、もしくは少なくとも平準化
・延命化


	· 施策の最適化
· 事業調達方法の選択
· 公設民営による費用削減
· PFIなど多様な運営
· 証券化など多様な資金調達



出展：「アセットマネジメント導入への挑戦」　公益社団法人　土木学会編



試行事業提案書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出日　平成２４年８月３０日
	事業名称
	がれき処理「Green Hill構想」を適用した Capacity Building施策展開

	提案者
（所属団体）
	１有岡正樹　　　　　　　　　　　　　　　　（（NPO法人社会基盤ライフサイクルマネジメント研究会（スリムJapan））




	1． 提案主旨（背景・目的）
「スリムJapan」は、23年3月11日の東日本大震災で発生した膨大な「津波がれき」の処理について、同年4月上旬に「Green Hill構想」を公表し、1年余にわたり調査、提案活動を展開した。内容は、復興・再生の前提条件となるがれき処理を「迅速・安全・低コスト」で実施するための「混合処理」を前提とした技術提案と、被災自治体の人員不足を補完し、さらに復興財源を確保するための民間活力（PPP/PFI）による組織経営提案である。
一方、政府は平常時と同じ「分別・リサイクル」を基本とする処理方針（マスタープラン：平成23年5月16日環境省公表）を大前提にしているため、「スリムJapan」の提案したソイルモルタルを用いた「混合処理」方式は議論の対象外となっている。本試行事業提案は、このように日本では採用されなかった「Green Hill構想」提案を海外に紹介し、国際貢献を目指すものである。

2． 試行事業の内容
津波対策だけではなく、近年の異常気象や超長期的な地球温暖化による海面上昇は、大小様々な災害原因となる可能性が増大してきている。その災害を防止する手段として、またそれが起こった場合の復旧・復興を「迅速・安全・低コスト」に行う手段として、「Green Hill構想」を応用しようとするもので、以下の2つの視点で考え方の普及を図る。
(1) 津波災害復旧･復興対策：インドネシア等津波災害の多い国における「Green Hill構想」を応用したがれき処理方針の策定（事後対策）。
 (2) 海面上昇リスク対応策：太平洋島嶼国のうち国土全体の海抜が低く、大浸水の危険が想定される国における様々な海面上昇災害を防止するべく、「Green Hill構想」の応用を図る施策（事前対策）。この場合は、災害がれき利用だけではなく、むしろ平時の各種廃棄物と沼地等湿地に堆積した汚泥を利用する。
「試行事業」としては、該当国に具体的な施策を提案するのではなく、その国が自らがチームを組成し、議論、立案するプロセス（これをCapacity Buildingと称する）を支援する。 　
 



	3． 試行事業の成果の可能性
 (1) 4月に日本で開催された「アジア･太平洋島嶼会議」で、野田首相が今後3年間に500億円の環境･防災･エネルギー分野での支援を約束した施策方針と整合する。
(2) 様々な分野でのCapacity Building施策展開に発展し、国内外での人材の交流等国際化に貢献する。

４．プロジェクト立ち上げの意義（注釈＊）
 (1) 日本はこれだけの大災害にも関わらず、世界に伝え残せるのは「絆」のみ、との声を耳にする。とくにがれき処理調査に同行した外国人研究者の評価は低い。後手を引き続けている政府に変わってNPO等第3者機関が率先して動く意義は大きい。
(2) 産官学のオールジャパンで海外PPP事業への進出が議論されているが、提案のような底辺を支える貢献の積み重ねも重要である。
(3) NPO法人等による、今後の国際分野での活躍とビジネスモデル形成の試行として位置づけられる。

【添付資料】
(1) John Black, Masaki Arioka :Debris management and disposal in the tsunami-affected regions of North-East Japan: Lessons for capacity building in other countries, The 8th APRU Research Symposium on Multi-hazards around the Pacific Rim, Sep.2012

注釈＊：ご提案して頂いた事業がプラットホームに乗せるべきプロジェクト性がどこにあるのかを簡潔に説明して
下さい。例えば他のNPO或いは大学と協働することによって相乗効果が期待できる。また、土木学会とし
ての産官学のネットワークを活かしたビジネスモデルの構築が図れるなど具体的に記述してください。


※：用紙が足りない場合は追加して記述してください。


注：本個人情報は個人情報保護法の下に管理し、本対象事業以外に活用することはありません。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 運営・企画協議会

サービス提供部門

　・活動支援委員会 　・事業化検討委員会

　・情報管理委員会 　・事業マネジメント委員会

　・広報/提言委員会

                 　　　　　　　　　 　・教育/行事委員会

　

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会　員　（正・賛助・特別）

　　

NPO法人会員

　・単体NPO法人

　・NPO法人ネット（地域・分野等）

一般法人会員行政法人会員

　･企業

理事会 （理事長・役員理事・理事）

　・東日本支部

  ・西日本支部                                                        　 　　　　　　   

  ・中日本支部                                                        　 　　　　　　   

土木学会NPO支援組織

　･大学/研究機関

　･各種団体

    

事務局

（総務・会計・渉外部門）

アドバイザリー委員会

事業推進部門地域連携部門

　・国/機構

　・地方自治体

個人会員（一般・学生）
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新規累計新規累計新規累計

協議会会員30030030030

新規20204010502070

1010201030030

5510515015

55105151530

105155203050

105155203050

協議会会員5050505

賛助会費は口数

新規5510010010

　　　同上

105155203050

　　　同上

5510010010

　　　同上

個人賛5510010010

　　　同上

入会金1,0001,0002,0008002,800

法人正会員のみ

寄付金5003008002001,000

1,5001,3002,8001,0003,800

1,5007002,2007002,900

ITシステム、事務所備品等

0600600300900

法人正会員1,7002,8004,5003,7008,2004,400

個人正会員150225375350725750

法人賛助会員7001,1001,8001,3503,1502,850

個人賛助会員50100150100250100

8001,3502,1501,6003,7501,800

活動支援、教育行事等

8001,2002,0001,6003,6002,000

マネジメント、調整等

　　　　　比率10～20％

4,2006,77510,9758,70019,67511,900

事務所費用6001,2001,8001,2003,0001,200

家賃、光熱水道費

管理費

　　・経費

2,5604,6607,2205,36012,5806,260

人件費、通信・IT費、会議費、

交通費、印刷費

小計3,1605,8609,0206,56015,5807,460

サービス事業

4406601,1009002,0001,000

活動支援、教育行事等

原価負担率55％

ビジネス事業

3204808008001,6001,000

原価率50％

小計

7601,1401,9001,7002,1602,000

200200400200600200

80100180150330300

土木学会負担金等

4,2007,30011,5008,61020,11010,600

0-525-52590-4351,300

定常時

各種団体

2年度

（H27年度）

3年度

(H28年度)

各種団体

大学等

NPO

法人



NPO

法人

法人

正会員

法人賛

助会員

会

員

数

一般

小計

雑費

地域活動費

小計

企業等

学生

収入

図表－6　　会員の種別・会員数と概略収支の想定

備考

初年度

（H26年度）

個人

正会員

小計

差引き

支出

企業等

収入

一般

会費

資

本

収

支

経

常

収

支

支出事業

支出

管理

支出

ビジネス事業

サービス事業

差引き


image5.png
TxRER NPO;ZACTP B#HBNPO
] | |
SAY—ER ERFERTIvbR—L
| | ] |
®RTOSoM ERIOS12 ERTOSIR3 ERTOTroM
ERIOSIOR
| HRAKRL Y ORE - EH
2 BisEL <Y
3 BT RLF—

4 BHABROER-RE

5 BHEEENG

BEONPORB TIXRLALLIOSI/MERONPOL B - kWD
BITIHOTRREEI-HOTMBRBELERTSvMR—LICH- D,





image6.png
O P TR

ety o
neRI AR 1

GR35 e Ao

Ll ¢
Wieenan RBH7
RF St %’n A j*
A b o ‘
w3 i;mim Rdimtans
Ao, 9T gy “-icmm
m"?‘k?%;y;"wmgyﬁm ey

e,

2M/3





image7.png
NPOiz A WINODIvwYa»
KPR @b 228 o

S

ELLE Pt - FRiT BiiG - oty al

| & || TLomy || Nro |

(77 A4 ) (e Ml ) (#L5 M)

| ey || emw || ws |





image8.png
WIN ZIL—7 DiEED

ey S EIEMFEEEA WIN
B TS i T 7 STV EREER R NSRS B els S
S (NPO 3=.A WIN) HAet
FAFr— 3 =
IR Z=ARH NN S WETOI b
A Fr— ] ] |
A5 TR IT B B EEE ||/ FRy || BTERERE T LT
e (NI#) OV o K FO 7 Oz 2 - FO oo





image9.png
BEREFFEEANELTIZANLTIybEA—L
Civil Technical Plathome

HAEHSOEHGEMEROERICAIT CChECHEEREREH-TE-ERERIZHEN
T. Hi-o%&E L TOEE - FiE QR - B T EHEQETSEEDI DM YA
AEHIDEEMNDELIES>TETLND, CHH3DDBEEO D THOCTPIEINPO (rEIEE F
SEENMERS) EL COETHAEER -9 RBEE TS5y R—LELTEITHELDTHS,

| REHSORBNREOESR |
DR

RE L AFOERIEORR

T S RREH UL a@grﬁ%iﬁgﬁ%b}ﬁé@giﬁé 4

1

(@ATHBE (DM RIBEIRMOD | (DS - BT R)
I S A S e e d , ,
\G P N | liz et [ WA e
o ol|R ¥ |1Z B2 " % | X
=l |2l |2 B2 bi=E A i b i

IS 3E | A .,2 o A a4 | i o
& ';: = - [ ! 'f"’ *ﬁi | A
| 2 1zl 11 = [# iz W Gl

& (w8 (22 | % | *
B-AREARE-INE 1R ml | Al
EIRE AN AL e |
(B8 | (B8 | |® | | 5
=11 | , | 2|
) ‘__'l | B 2 i

[¥—3.1.3 HulAadloofs

ERFLE010F6 A SCELR— AR SOFRHRRI AT L AROERILYSIA

TRER EEHNPO
|
Y —EX
BHEFOTTHRDOH

1 S BERANYI DML - FH
2 fhgEBOKY

3 MU T R ILF—

4 FREFROER-Fe

5 BRfasx

HEADONPOMBETIIHLELZWIOD M EERONPOLEE - HBE 5
BICEHTEREEH-HDOPREZIERREETE XTIy R— LICH -5,




image10.png
i M I/ B =1 =]
COp7aalil N 155
DIy arvENBE | LEABOIV AV E—BIL-IRE
N EH o TN, 2] 31 4
QY —RZHED | WELEE - EFHR-FHEFED)Y— : 9 3 4
F1E AIREENEFEET HH,
@Fazzyiafry |BBEEMNLE-TOTJzviaFIL | 5 5 A
TA— TIREM
=% )L-EDRRELTOEE M N 158
®*i§'|§i E:?(}E"]E%%O)ﬁgikl:ﬂyb)<t7___ .I 2 3 4
B
EEHERIIEFENEELTSHE
QFEFEM A SEZ 1 2 3 4
HEXDOTIG S E B A AHFEIH D EY
QFEHE TN 1 2 3 4
B8R D wl gE 14 5T N 155
DS 22#27?:\’0%%&0))&/10)?]1{&(:972 : 9 3 4
C
QaMHE BREMNEFTESEH, 1 2 3 4
©=11 BRI TEREATRED, 1 2 3 4
JO rHhrs EIFOE SO N E 10=
o TSybh—ALIZRFEEZRETO
[T (Seorenmasnan 2| 8 4
O EE %’i’\:iibl:&:bﬁﬁ%?ﬂ%h“%ﬁﬁ'é%é : 9 3 4
BEtEHO00SmA) 2A+1.5(B+C)+2.5D =)
= E S E T T )

5m (O CmeELTLND)
4m  (BMhimELTLNSD)
3Im (EFE)

2m  (BFEYRRBLTULELY)
1= GEELTULVELY)





image11.png
HIge T35 (2013.03.13)

BEEEH (2018.08.12)

HEWRHS () K
ZAOHSEERUT —m” &
KN RIC K QI KR
ERER K = o BT
IQNVES LS RER<EY
X [0 NQREN RSV
SN° EEHR— MRS
L5 EHOVIVEER
EWEKQ” IWROESMVE
V] AN SN DR=m}®

B EQIRikRES

HEIXERNON N
FeCHEM IR RS
WEH [O~oog G
| WEEONO s o

Qe+ Py M Dermimi T 4 00

EREEDOZVY 0o0Qz | @OV SNz O QI FK
AORRKAROME O | H” MK SERIVINQGAR
OINEIBA AR I°

=L

| KA DA —~ Q<
IOV SR WINKK

s | RRODOH RN | BOCHRIEIBHKONK ([
- L | BHRD R0 | BT R NER OV
SPGE | N — \UETVER | 530° EDVORRED
eown 7 | D3at RS — DR L IROERCK RS B
Honihike = - B | RS ANRR—OSP SR (KR 14400
B ER R | CURONSHEEIN FERIRLARY | EERKLEARY
= DM RLHEHOYDY | EORIRETHECN | QROBDIM
HES GEER oo IR OMEEEL | DINDE | REUSEIRIL
: B S VARERS | BRIV SRS |+ KT — R
HRARY (SERIEING | D1 CERMIRIR IR | NNEBUR #RVR
1) © M3 zeof| IS TR (3| ERINES canfh | HONBSIR N - 4
SEEEG (PR - R | ESERRHRU 0K | MOB< UL RS | SRR SNITRRE. D’
BAIRIODVOX | FPSVR HREMN | SEHCKERMIVN | SER IO IR0
=N NBBHE) 10| —DEOIDMVERE | DORER’ HIZLER | 0= — 1)
TLEREERGE | WK ROZSRERHY | OMVDONIENKS | WEHP J VLEANE
BEMBZEORNCE [BOWIINT | VRS 10 JANEEHITIS | EOP50° NN « K
DRRCHROHOED |00 =[tE" ISR AODBAAEST | B ¢ QXD
KRSWIBEON B Em’ HFOwhh | BV SN | <R < \ROEER
SR BERREHE | KON DECHE | N \VLROCHKETH | EHpOUSIERL
REOCHRFEA R | SR QDT R KRIEMIEK SRR hous0°
HKIH S BRRNR L PERVERENCE S
ZgOmEnad PRSI | RIS’

HIR= QERREIS Y 501
AJA)” EEROV NQIMnR
LEOS S JANYEKE
n° EERENO—Y
<MY IR D T oy
it A A RO ERQHT





image12.emf
下記のとおり記念出版物を企画しました。審議をお願いします。

提出日：平成 25年 1月　XX日

書名（仮称でも可）

仮題）インフラ・まちづくりと新しい公共

        　　－補完から主役の一人へ－

※できれば図書の目次案および執筆予定者リストも添付ください（暫定版で結構です）。

　　

⇒取り敢えず下記内容欄を見てください。

図書の位置づけ新規　・　既刊図書の続編　・　既刊図書の改訂版

出版物の内容

・新しい公共の歴史

　　興りと推移／近年の国としての推進／国土交通省における展開

・新しい公共って何？

　　改めて広く考える／土木分野の理解／担い方と担い手について

・土木分野における新しい公共の展開

　　拡がりの展望／各分野の事例(インフラ、特に維持管理、まち・地域づくり、防災・減災、海外)

・新しい公共の担い方

　　特にビジネス型(ソーシャルビジネスとして)

・新しい公共の担い手

　　NPOの実態・課題と中間支援組織の役割

・これからの土木分野の新しい公共の展開に関する識者座談会

図書の分類

　基準・示方書　　　指針・マニュアル　　　学校教材　　　特定分野の専門書

　辞書（事典）　　　資料図書　　　一般向け教養書

　その他（広く土木界一般向け教養書、且つ学校教育におけるサブテキスト使用を想定　）

対象読者

（複数回答可）

建設会社　　コンサルタント　　電力・ガス会社　　鉄道会社　　道路会社

中央官庁　　地方自治体　　大学・高専等の教員　　学生　　一般の方

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

本書の活用について

（創立100周年記念出版物として

発行する意義をご記入ください）

これからの土木、即ちインフラの維持管理や整備、或いはまちづくりにおいて、新しい公共の概念やその担い手

のNPOの活動は重要な位置を占めると考えられる。新しい公共の概念の整理や拡がり、それに基づく各分野にお

ける具体の展開事例の提示や、更に担い手における課題、或いは様々な担い方の提示は老若を問わず、これから

の生き方を考える人々に多くの示唆を提供できるものと考える。

発行予定日平成26年10月31日頃

希望発行部数　2000部→1200部

希望単価　2200円→1500円(以下)

ページ数約200ページ

判型Ａ４判　・　Ｂ５判　・　Ａ５判　･　新書判　・　その他（　四六版　）　　縦書きではなく横書き想定

連絡担当委員氏名：駒田智久　　　　　　　　　　　　　　所属：　無し(オフィス パスタイム)

ＴＥL　042－478－5541　　　　　　　　ＦＡＸ　042－478－5541

E-mail　t-komada@jcom.home.ne.jp

　   ＊発行者・出版元は当初想定していた一般出版社ではなく、土木学会を考える(発売元は丸善となる)。

　　　　デメリット；支援＆PR量、メリット；コマーシャルベースでの絶版が無い。

   　＊字数；A5の例　29行×33字/行＝957字→957×200≒19～20万字

        A4報告書の例　40行×43字/行＝1760字

        1760/957＝1.84倍→200ｐ/1.84≒110ｐ　　19～20万字/1760字≒110ｐ

出版のねらい

出版物の概要

土木学会創立100周年記念出版企画書

　(H25.4.8 修正版)

委員会名：教育企画・人材育成委員会　　　　　　　　　　　　　　　　　委員会　委員長：藤井聡

小委員会名：建設系NPO中間支援組織設立準備会　　　　　　　　　　　　小委員会　委員長：駒田智久
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・企業等退職人材コーディネーション○△△○△○○○企業他法人で定年退職等の人材を適切なNPO法人に紹介。

・登録法人評価/認証/表彰制度◎◎○○○○△過去の業績や専門分野、実務者等に付いての評価･認証、成果の表彰等。

・登録NPO法人CSR/コンプライアンス○○○○○○法人組織としてのCSR/コンプライアンス的課題に対する相談、アドバイス等。

・法人組織再編/M&A/解散等支援○○○△NPO法人改革や他の法人との合併、解散（繰越金処理）等のアドバイス。。

・登録NPO法人データベース構築・公表◎◎◎◎○○○○○標準様式によるデータベース化と適時の追加･修正を行い公表（HPリンク含む）。

・登録NPO法人保有人材データベース構築・紹介◎△△△△○○○組織の中で強調したい協働分野等のPRもかねて個人としての経歴等を登録。

・NPO活動事例データ（分野別等）構築・紹介)○◎○○○○○○○登録法人の業績を、年度、地域や分野に分化してデータベース化。

・学会委員会研究成果水平展開○◎○○土木学会での各種研究･開発成果が地域展開されるための情報提供。

・他のNPO中間支援組織との連携○○○○他分野の中間支援組織との類似組織との情報共有および連携。

・ホームページおよびSNS等による情報公開◎○○○◎◎○○○一般公開情報

・パンフレットや機関紙、年報等の作成、公開◎○○○○○○○○一般公開情報

・IT情報交換（ブログ/メールマガジンの開設）◎○○新聞記事や文献、他組織の行事案内等の公開（原則会員限定情報）

・土木学会誌および関係紙によるPR○○○○○特筆すべき活動成果をこまめに公表しPR。

・関連法制度/政策情報の提供◎◎○○○「新しい公共」、公民連携やNPO法人活動当に係わる制度、政策等の動向を紹介。

・関連政策および制度の提言/世論形成○◎○△○○上記政策、制度等に関する提言や具体的提案およびそのPR。

・イベント/シンポジウム/研究発表会等の開催◎○◎○◎△○○○○諸行事の定期開催、他の組織との連携開催、NPO法人独自の行事支援等。

・ＮＰＯ研修自主講座開設◎◎○○○○会員NPO法人に対する財務、税務、法務、保険等に関する勉強会等。

・若手技術者のインターンシップ支援○◎△◎○△○大学学生および企業の若手等による実体験の場として、会員NPOを紹介。

・関連図書やハンドブック等書籍発刊◎△△○○○△印刷物の発刊。

・NPO法人活動展開のための環境整備◎◎◎◎◎○○○「新しい公共」、公民連携やNPO法人活動等に係わる制度、政策等の動向を紹介。

・地域行事、社会貢献活動等の支援◎◎○○○△○研究会、セミナー、見学会等行事ならびに地域ボランティア活動支援等

・地域中間支援組織的活動による共通課題解決　　
◎○○○△他分野中間支援組織や地域団体との連携、行政との協議等。

・地域ごとのNPO連携／情報交換◎○△地域ごとに事務局等支援組織の形成が必要（学会支部）。

・人材交流等、全国展開ネットワーク形成◎○○○○○○地域ごとの事務局設立と、その全国ネットワーク化（学会支部）。

・成功事例の水平展開◎◎○○○○○○○○各地域事業遂行情報の交換と、成功事例等地域間協議・支援の仲介

・事業支援プラットフォームによる事業活動◎△○○○支援組織が事業体となり、複数の登録NPO法人を束ね事業協働する場合の調整、PM役。

・助成･公募事業への参画支援○◎△○△○○○△単独のNPO法人での応募が難しい官・民事業を支援組織が受託し、登録法人と協働。

・事業モデル提言/事業発掘/具体化を支援◎◎○○○○○様々な視点での「新しい公共」事業をモデル化し、具体的な事業へと発展させる。

・官学産および地域等からの協働事業相談対応◎◎◎◎○○○△○産官学や地域からの協働要請分野に付いて、最適の登録法人を仲介。

・事業活動に係わる学会委員会による連携支援◎△○○○特に学術的な知見が必要な技術分野についてその専門の委員会の支援を調整。

・学会委員会の研究開発成果の事業化支援○○○○◎○○○土木学会での各種研究･開発成果が地域最前線で反映されるための調整（学会支援）。

・会費研究会、開発目的別寄付の組成支援◎△△◎○○○○△企業グループや業界団体等が行う研究開発、事業モデル化を限定して支援。

・寄付等によるNPOファンド検討・斡旋◎○○○○企業等の寄付をファンド化し、事業化活動等の初期段階の資金として一部融資等。

地域内連携

事業・業務内容

地域間連携

教育・行事

事

業

推

進

部

門

事業化

推進

事業参加　支

援

資金調達　支

援

サ

｜

ビ

ス

提

供

部

門

地

域

連

携

部

門

地域活動

推進

情報管理

広報・提言

活動支援

中間支援組織の業務活動内容総括表

補 足 説 明

費用負担活動対象組織

種別

機能

ステージ


image14.emf
必要連携組織　　連携 提供

        資源提供者

（知識、技術、人材、

          　　施設、資料等）

　　　5）-③支援・コーディネイト

　　　5）-②斡旋・調整

登録ＮＰＯ

　　　　　　　　　　　連携・協力 　　　　　　 4）　　事業・業務連携

大学・企業・行政 　　　　　 支援*1 ＮＰＯ（登録or一般）

　　　　　　　　　　　　　　5）-①支援 　3）推進＆事業協働

    1)     2)

働きかけ 情報提供

連携・協働　　　　　　支援*2 連携・協働

【支援機構】

土木学会

（本部＆支部）

【学術研究機能】

・技術支援機構

・新公共支援機構

・国際協力支援機構

・・・・・支援機構

･各種研究委員会機能

　（専門研究小委員会）

･教育企画・人材育成機能

･学会・行事機能

・・・・・・機能

建設系ＮＰＯ

中間支援組織

　　　土木学会員

　　　　　　～社会一般

行政

（国＆地方自治体）
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Ⅰ．資本収入の部(  ) 内は新規

１．入会金

項目細目単位会員数入会金金額会員数入会金金額会員数入会金金額

入会金金額

　協議会会員法人

3000000000030

0***

支援組織入会法人

2020400202040010202001,00070

(20)20***

企業等法人

1050500105050010505001,50030

0***

大学等組織

52010052010052010030015

00

各種団体組織

500500500030

(15)00

一般人

1000500500050

(30)00

学生人

1000500500050

(30)00

　協議会会員法人

50000000005

()00

支援組織入会法人

500500000010

()00

企業等法人･口

1000500500050

(30)00

各種団体組織

50050000010

00

　　個人賛助会員一般人･口

500500000010

00

1,0001,0008002,800

360(125)00

２．寄付金

***

寄付金（支援金）式

1

式

5001

式

3001

式

2001,000

***

1,5001,3001,0003,800

***

項目単位数量支出数量支出数量支出計

数量収支

IT

ｼｽﾃﾑ費ネット・

HP

式

11,0005005002,000

***

備品費パソコン等式

1500200200900

***

1,5007007002,900

***

Ⅲ．資本収支勘定

0600300900

***

0600900

***

中間支援組織収支概算想定　（金額：×1,000円）

A. 資本収支勘定

計

年度収支

繰越基金累計

26年度

支出計　　

　　個人正会員

27年度28年度

NPO

法人

　　法人賛助会員

NPO

法人

収入計　

　　法人正会員

定常期

会員数

小計

Ⅱ．資本支出の部
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項目単位会員数会費金額会員数会費金額会員数会費金額

会員数会費金額

法人

50201,00070201,40080201,6004,000

100202,000

法人

105050020501,00030501,5003,000

30501,500

組織

52010010202001520300600

1520300

組織

52010010202001520300600

3020600

人

101010015101502510250500

5010500

人

1055015575205100225

505250

法人･口

101010015101501510150400

1510150

法人･口

1050500155075020501,0002,250

50502,500

組織･口

52010010202001020200500

1020200

　　個人賛助会員人･口

5105010101001010100250

1010100

2,6004,2255,50012,32536008,100

項目単位数量単価金額数量単価金額数量単価金額計

数量単価金額

式

110013001400800

1500

式

01501100150

1100

式

0000

10

式

1500180019002,200

11,000

式

120012001200600

1200

8001,3501,6003,750

1,800

単位事業総額貢献比率金額事業総額貢献比率金額事業総額貢献比率金額計事業総額貢献比率金額

事業・単価

2,0000.24003,0000.26004,0000.28001,800

5,0000.2

1,000

事業・単価

4,0000.14006,0000.16008,0000.18001,800

10,0000.1

1,000

事業・単価

********************

******

8001,2001,6003,6002,000

1,6002,5503,2007,3503,800

4,2006,7758,70019,67511,900

26年度27年度28年度

計

定常期

各種団体

一般

事業推進

活動支援

教育行事

Ⅰ．経常収入の部

広報･提言

細目

NPO

法人

企業等

B. 経常収支勘定

2. 事業収入

学生

NPO法人

細目

　　個人正会員

法人賛助会員

各種団体

大学等

企業等

小計

計

収入合計

計

事業化推進

事業参加支援

一般

小計

地域連携（本部直接分）

情報管理（人材データ登録）

資金調達支援

１．会費収入

細目

法人正会員

サービス提供

地域連携
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1. 管理支出

項目単位数量単価金額数量単価金額数量単価金額

数量単価金額

事務所費用月

6100600121001,200121001,2003,000

12100

1,200

人件費

(

責任者）

交通費含む負担率

05006503001250600900121001,200

人件費

(

事務）

交通費含む人・月

62001,200122002,400122002,4006,000

12200

2,400

通信・

IT

費

月

1260720126072012607202,160

1260

720

委員会・会議費手当回

000202040030206001,000

3030

900

交通費遠距離回人

1030300153045020306001,350

2030

600

中距離回人

205100305150405200450

405

200

印刷費月

122024012202401220240720

1220

240

3,1605,8606,56015,5807,460

2. 事業支出

項目単位事業収入実費比率金額事業収入実費比率金額事業収入実費比率金額計事業収入実費比率

金額

式

1000.4403000.41204000.5200360

5000.5

250

式

00.40500.4201000.55070

1000.5

50

式

0000000

0

0

式

5000.42008000.43209000.5450970

1,0000.5

500

式

2001.02002001.02002001.0200600

2001.0

200

4406609002,0001,000

単位事業収入実費比率金額事業収入実費比率金額事業収入実費比率金額計事業収入実費比率金額

事業・単価

4000.41606000.42408000.5400800

1,0000.5

500

事業・単価

4000.41606000.42408000.5400800

1,0000.5

500

事業・単価

********************

******

3204808001,600

1,000

7601,1401,7003,6002,000

3. 地域活動費

式

20020020060011,500

4. 雑費

式

80100150330300

4,2007,3008,61020,11011,260

0-52590-435

640

0-525-435

205

年度収支差額

次期繰越累計

小計

計



支出合計

土木学会負担金等

Ⅲ．収支決算予定

事業推進

事業化推進

事業参加支援

資金調達支援

教育行事

地域連携（本部直接分）

定常期

細目

広報･提言

計

26年度



小計

サービス提供

地域連携

活動支援

情報管理（人材データ登録）

27年度28年度

細目



家賃・用水光熱費

管理費・経費

細目

計

Ⅱ．経常支出の部
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２．仮称建設系NPO法人中間支援組織の概要

   2.1 設立趣旨

   2.2 中間支援組織の事業・活動内容

  　  （１）事業･活動内容

  　  （２）活動内容に関わるいくつかの視点

    　（３）３つの部門の活動内容

   2.3 参加会員と運営組織の想定

    　（１）組織表

  　  （２）会員

  　  （３）運営組織

   2.4 組織としての採算性について

    　（１）組織運営の前提

    　（２）会計勘定と収支試算（付属資料－2）

   2.5 地域活動・連携の考え方

      （１）３つの機能の活動内容

      （２）地域内の連携組織

   2.6 事業化のビジネスモデル

      （１）事業推進部門の考え方

      （２）協議会として関わっている事業化活動の事例

３．中間支援組織のNPO法人化

   3.1 土木学会との連携

　    （１）土木学会内でのNPO活動支援組織の存続

　    （２）中間支援組織による学会組織とNPO法人との協働支援

   3.2 NPO法人としての前提

　    （１）定款の概要

　    （２）NPO法人としての行動基準

　    （３）認定NPO法人資格の取得

   3.3 NPO法人としての運営

　    （１）NPO法人運営内規

 　   （２）NPO法人事務業務内容


